
01340 12,000 2013.10（新）318

2013  autumn
Vol.47

R M F O C U S   
Risk リスク

 Management  マネジメント
 Find  リスクの発見
 Observe   リスクの認識
  Control    リスクの制御
   Undertake     リスクの引受
    Solve      リスクの解決

R M F O C U S   

RMFOCUS（第47号）／2013年10月1日発行

【照会先】TEL ： 03-5296-8911（代表）／FAX ： 03-5296-8940 
http://www.irric.co.jp/

（無断転載はお断りいたします。）

しなやかで強靭な大船渡市に向けて
～命を守り、夢を育むまちづくりを～

巻 頭  年間シリーズ しなやかで強靭な社会づくり 



2013 .10

Vol.47

1

36
災害・事故情報〈対象期間：2013年6月～8月〉
インターリスク総研からのお知らせ

8

再生可能エネルギーを巡る動向とポイント
～中小水力発電事業を中心に～

BCP

組織に求められる安全文化の醸成

ＢＣＰの実効性を高めるために
～周知、教育、訓練、見直しの現状とその具体的な方法～ （前編）

安全文化19

再生可能エネルギー24

34

9

15

29

しなやかで強靭な大船渡市に向けて
～命を守り、夢を育むまちづくりを～

【横浜市】さらなる“子育てしやすい街”に向けて
～保育所待機児童ゼロを達成～少子化社会

いま、注目されるアグリビジネス
～第２回 “攻め”と“守り”の経営～

アグリビジネス

巻 頭  年間シリーズ しなやかで強靭な社会づくり 

Growth with Resilience 3.11シリーズ
〈第2回〉国土強靭化とレジリエンス
連 載



RMFOCUS Vol.47　1

巻 頭  年間シリーズ しなやかで強靭な社会づくり 

しなやかで強靭な大船渡市に向けて
〜命を守り、夢を育むまちづくりを〜

はじめに

本誌では昨年度、巻頭年間シリーズと
して「震災を風化させない」をテーマに
特集記事を組み、東日本大震災から得
た貴重な教訓を、防災・減災・事業継続
の取り組みに活かしていくためのヒント
をお伝えすべく、有識者からご寄稿いた
だきました。

そして本年度はその取り組みをさらに
発展させ、しなやかで強靭な社会づくり
への貢献をテーマとして巻頭で特集して
います。

本稿では、大船渡市長の戸田公明氏
に、東日本大震災から2年半を経過した
被災地における復旧・復興の現状と今
後の課題、そして新しいまちづくりにつ
いて、お話しをうかがいました。

【インタビュー本文】

−まず、大船渡市の概要についてご紹
介をお願いします。

大船渡市は岩手県沿岸南部に位置し
ており、県内では温暖な地域として知ら

れています。面積は、323平方キロメート
ル、人口は震災後に4万人を割り込み、
現在約3.9万人です。

大船渡湾は天然の良港で世界三大漁
場を目前にしており、水産業が基幹産業
の一つになっています。また、県内唯一
であった大船渡港の国際貿易定期コン
テナ航路は、現在、休止しておりますが、
この秋より新たなコンテナ航路が開設

される見込みとなりました。

−大船渡市の被害状況はどのような
ものでしたか。

津波の被害は、図1に示した通りです
が、水色の部分が浸水域です。大船渡
駅の駅舎や線路が流され、駅の東側の
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【図１】津波被害状況 大船渡町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大船渡市）
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商店街や、大船渡線沿いの家屋に壊滅
的な打撃がありました。また盛川右岸の
工場群が浸水により機能喪失するとと
もに、国道45号線が一部冠水しました。
一方、大船渡市役所や県立大船渡病院
は、高台にあり無事でした。

建物被害は5,537世帯、うち全壊は
2,787世帯（全世帯数の19％）、被災事業
所数は約1,400（全事業所数は約2,600）
でした。事業所はその多くが港に近いと
ころにあったため、市内に広がっている
一般住宅に比べて被災割合が高くなっ
ています。

また人的被害は死者340人、行方不明
者は79名を数えます。

−地震に加え、津波被害は甚大でし
たが、三陸海岸で大きな津波が過去
にもありましたね。

確かに三陸海岸は過去にも津波に襲
われています。遠く海外から来る津波、例
えばチリ津波などは除いていますが、過
去の津波を示したものが図2です。

貞観の大津波は大きなものと伝えら
れていますが、1611年の慶長三陸津波も
たいへん大きな津波だったようで、仙台
と海岸の中間くらいまで浸水したと言わ
れています。過去の例から考えると、人
の一生のうちに一度はやって来ると考え
た方がいいというのが教訓です。

−大震災の被災直後の対応について
お聞かせください。

地震の当日、3月11日は市議会開会中
だったのですが、大きな揺れがあり直ち
に閉会となり、災害対策本部を設置しま
した。そして岩手県への自衛隊派遣要請
や、地域防災計画に基づいて避難所の
開設やボランティアの受け付けを行い、
また14日からは海外からの救援隊や震
災物資の受け入れなども始めました。

行方不明者の捜索についても徹底的
に行い、4月上旬からは、がれき撤去に
着手しました。また、生業の再生と生活
の落ち着きを取り戻すため、国からの支
援を受けつつ多くの救急・応急的な措置
を講ずるとともに、これらと並行して復
興計画を策定しましたが、このあたりま
でで震災のあった2011年が終わったとこ
ろです。

　
−それでは復興計画についてご説明
いただけますか。

「津波が来ても人は死なない、家は
流されない」ことを教訓とし、復興計画
の策定にあたっては、その全体目標を
「大船渡市が大災害を乗り越え、よりよ
いまちとして再生」と置いています。

また大震災以前の課題を克服する
きっかけとなる復興を目指しています。
つまり少ない職場、所得減少、若者の流
出、少子化などからくる地域経済の低迷
を克服し、さらには高齢化社会にも対応
するものです。

具体的には、図3に示しましたが、「市
民生活の復興」、「産業・経済の復興」、
「都市基盤の復興」、そして「防災まち

づくり」の四つを大きな柱として、その下
に中項目、小項目を設定し、その下に事
業を一つずつ落とし込み、現在は269の
事業がメニュー化されています。

−土地の利用方針はどのようなもので
すか。

大船渡市の土地利用方針は、国の津
波防護方針と一致させていますが、その
国の方針は、史上最大級の津波に対し
ては、「堤防などのハード＋避難行動な
どのソフト」、それに次ぐクラスの津波に
対しては「堤防などのハード」で守るとい
うものです。

史上2番目クラスの津波を防護する防
潮堤の最大の高さは、岩手県が、湾ごと
に津波シュミレーションを行い防潮堤の
高さを求め、決定しています。そしてその
防潮堤を超える津波の浸水域は、大船
渡市が独自にシミュレーションを行い、
その結果を土地利用方針に反映し、住
むところと住まないところを決めるわけ
です。そして住まないと決めた地域の住
民については、基本的には高台移転とい
う流れになります。

−メニュー化された269の事業の進捗
状況についてはいかがでしょうか。

進捗管理については、月1回のペース 
で進捗状況と課題の把握を行い、情報共
有と的確なアクションを目指しています。

復興計画は2011年10月31日に市議会
で可決いただき、策定しました。その期
間は10年ですが、2012年度は復興庁と
様々な協議を行いながらプロジェクトづ
くりを進め、復興交付金を手当てして、
着手に向けての事務作業が完了したも
のからプロジェクトを開始しました。

2013年6月末現在の進捗状況は図4の
通りで、実施済が18％、そして6割以上
の事業が着手済です。金額でみると、総
事業費約4,222億円のうち、2011年度、
2012年度に消化した金額は、849億円で
約20％となっています。

事業全体の進捗状況を考えると、これ
までは救急・復旧対応が中心であり、復興

発生年 津波の名称 前回からの経過年数

８６９年 貞観の大津波 −
−

１６１１年 慶長三陸津波 −
１６７７年 延宝三陸津波 ６６年目
１７６３年 宝暦三陸津波 ８６年目
１８５６年 安政三陸津波 ９３年目
１８９６年 明治三陸大津波 ４０年目
１９３３年 昭和三陸津波 ３７年目
２０１１年 東日本大震災大津波 ７８年目

（平均 ６７年の間隔で発生している）
【図２】三陸海岸における主な津波　（出典：大船渡市提供資料をもとにインターリスク総研にて作成）

〜
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型の事業に着手する2013年度からが復興
の本番といえるのではないでしょうか。

　
　
−生業の再生の状況についてお話し
いただけますか。

漁業・水産業については集中的に支
援を行い、魚の水揚量は震災直前の水
準まで回復しており、ワカメ、カキ、ホタ
テなどの養殖施設も約9割が復活してい
ます。ワカメは1年ものなので、すでに収
穫が始まっていますが、カキ・ホタテは
これからということになります。漁業・水
産業に携わる方には、船や養殖施設を
流されただけではなく、家を失った方も

多く、緊急雇用創出事業の仕組みを活
用しての海中ガレキ撤去・回収・仕分け
をはじめ養殖いかだの設置などで現金
収入の道も考えました。

商工業も、あえて仮設店舗でも速やか
に生業を復活してもらうことを方針とし
ましたので、仮設施設での再開を含め、
被災事業者の8割強がすでに事業を再
開しています。夢商店街と名づけた仮設
店舗街などはその良い例です。

中小企業基盤整備機構のスキームを
使っての、仮設店舗や仮設事業所・倉
庫・作業所も約500区画を数えていま
す。これは被災地で二番目に多いもの
で、まさに大船渡市民の元気さが出てい
ると思います。

−住まいの再建については、どのよう
に進められたのでしょうか。

住まいの再建については、その全体像
を次頁図5に示しましたが、楕円を含め
○印が防災集団移転促進事業、□印が
災害公営住宅整備事業を示しています。
その他に自力での再建もあります。

防災集団移転促進事業、いわゆる高
台移転は、着工すべきところが22か所あ
り、うち5か所は着工済、残り17か所は準
備作業を進めている段階です。これだけ
みると高台移転が進んでいないようにみ
えるかもしれませんが、それには理由が
あります。つまり着工までには多くの手
順を踏む必要があり、特に住民の合意形
成などの準備段階が極めて大事なプロ
セスで、一定の時間を要するということ
です。

例えば住民の数が限られた小さなと
ころでは、住民同士の話合いで結論を出
すまでに時間もあまりかかりませんが、
大船渡町のような大きなところではコ
ミュニティ機能が弱い面があり、さらに
被災者が市内各地の応急仮設住宅に分
散して住んでいるため、合意形成が困難
であることなどから、市が主導し計画作
りをしています。

また地域のつながりやコミュニティを

【図３】大船渡市復興計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大船渡市）

【図４】復興段階の進捗管理　全体像　　　　　　　　　　　　（出典：大船渡市）

目指すべき
大船渡市の姿 復興における目標 方　　　　　　　　　　　針
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維持するという観点から、いわゆる差込
型移転（被害のあった住宅地を、安全な
既存集落の空地を活用し移転）を進め
ています。その場合はそれに見合った場
所があることが条件になります。

災害公営住宅については市営と県営が
あり、市営については約半数が着工もしく
は一部完成済みですが、県営については
これから工事に着手していく段階です。

自力で住まいを再建する住民につい
ては、土地を持っているか、新たに購入
するかなどの条件の違いにより若干の
差はありますが、震災復興特別交付税
を活用して住宅再建支援補助制度を拡
充しています。

これらの再建が必要な住宅の数は、
防災集団移転が約520戸、災害公営住宅
が約800戸、そして、応急仮設住宅および
みなし仮設住宅への当初入居世帯数が
約2,500世帯であったことから、自力再
建戸数が1,100戸ほどと考えられます。そ
うするとこれらの新しい住宅の建設とと
もに、応急仮設住宅の撤去という作業も
必要になります。これについては棟ごと
の空き戸数をモニタリングしながら実施
していく予定です。その場合、小中学校9
校の校庭にある仮設住宅を最優先にし
て、学校に運動場を返還できるように取

り組むことを考えています。

−土地利用方針にあった、「住むとこ
ろ」と「住まないところ」について、実
際にはそのような規制をどのように
実施していくのでしょうか。

これは東日本大震災の教訓を踏まえ
て、2013年3月に住宅等の災害危険区域
条例を定めています。この条例は東日本
大震災と同程度の津波が発生した場合
でも、住民の生命・財産を守り、地域全
体での減災を目指したものですが、具体
的な内容は、図6に示しています。

想定浸水深が2メートル以上の区域は
建築禁止、1メートル以上2メートル未満 
の区域は基礎上端の高さが道路から1.5
メートル以上、かつ地階に居室がなければ
建築可能、などのように設定しています。

この想定浸水深については、建設予
定の防潮堤の高さ・位置などが、地域の
意向等により多少調整されることから、
それらが調整され次第、再度シミュレー
ションを実施し、それによって災害危険
区域を設定し、現地確認、住民説明会な
どを経て、11月末までに告示・決定した
いと考えています。

−商業・産業の観点から、市の中心部
をどのように復興させようとするのか
お話しいただけますか。

大震災後に住民を対象に、まちづく
りに関するアンケートを行ったところ、
土地区画整理事業が必要である、また
気仙地区（大船渡市、陸前高田市、住
田町）の新たな商業拠点の形成が必要
であるという声が多く出てきました。現
在、市は土地区画整理、緊急防災空地
整備、津波復興拠点整備など様々な事
業手法を使って、まちづくりを進めてい
こうとしています。

図7にあるとおり、JR大船渡駅を中心
としたまちづくりを計画しており、大船
渡駅の海側の赤枠で囲まれた部分を津
波復興拠点として機能させる予定です。
この地域に商業施設を集中させ、まず
そこを活性化することを考えており、今
年の秋から工事に入ります。またＪＲ大
船渡線より海側については住宅を建て
ないこととして、事業用地にする計画で
す。あわせてJR大船渡線より山側につ
いては一定の盛土をして住まいが建てら
れる地域にしようと考えています。

津波復興拠点の詳細については、市

：復興交付金１回目（H24年3月）配分通知
：復興交付金２回目（H24年5月）配分通知
：復興交付金３回目（H24年8月）配分通知
：復興交付金４回目（H24年11月）配分通知

：県営
：市営

■事業実施（予定）地区位置図（土地区画整理事業・津波復興拠点整備事業・防災集団移転促進事業・災害公営住宅整備事業）

現時点において地元要望もしくは市主導で検討等を進めている地区であり、
今後検討地区が変更・増減する可能性があります。

防災集団移転促進事業

災害公営住宅整備事業
：浸水区域

津波復興拠点整備事業土地区画整理事業

【図５】事業実施（予定）地区位置図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大船渡市）
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て、気仙地域2市１町（大船渡市、陸前
高田市、住田町）がそれぞれの特徴を活
かした「気仙広域環境未来都市計画」を
2012年5月に策定し、国の了承をいただ
きました。

「気仙広域環境未来都市計画」の目
指すところは、東日本大震災によって被
災した都市を、環境・社会・経済の価値
を相乗的に創造するような、世界に誇れ

る環境未来都市として復興し、東北地
方の復興まちづくりのモデルかつ小規模
都市の世界モデルとすることです（次頁
図8）。

具体的な取り組みとしては次頁図9に
示したとおり、「地産地消型エネルギー
社会の構築」、「高齢化社会に対応し誰
もが暮らしやすい社会の構築」、そして
「産業振興」を掲げています。

個々のプロジェクトとしては、まず大規
模太陽光発電所の建設があります。発電
規模18メガワット（一般家庭であれば約
5,800世帯分に相当）のメガソーラー発
電所の建設ですが、用地も確保し、すで
に工事に着手しており、2015年3月の発
電開始を予定しています（次頁図10）。

このほかにも、「避難所となる公共施
設のスマート化」、「低炭素コンパクトシ
ティの推進」、「植物工場・水産加工業
におけるEMS（エネルギーマネジメント
システム）の構築」、「環境共生型木造
復興住宅モデルの開発」、「超高齢化社
会に対応したまちと医療・介護・福祉の
連携モデル」など、その進捗状況はプロ
ジェクトによって異なりますが、取り組
みを進めています。

−東日本大震災の教訓についてはど
のようにお考えですか。

第１種区域

建築禁止

社会福祉施設等
建築禁止

社会福祉施設等
建築禁止

災害危険区域(3.11津波浸水区域）

第２種区域-Ｃ 第２種区域-B 第２種区域-A

地階に居室
を有しない

基礎上端が
道路から
0.5ｍ以上

強固な建物
２階以上に
居室

基礎上端が
道路から
1.5ｍ以上

強固な建物
２階以上に
居室

海
防
波
堤

浸水想定区域(既往最大津波シミュレーション）

想定浸水深 0ｍ 1.0ｍ 2.0ｍ

土地利用の区分 特　性

山
側

海
側

住宅地区 中低層住宅地としての土地利用を図る地区。
共同住宅や併用住宅の立地による土地の有効利用も図る。

住宅・商業・業務地区 国道45 号沿道の利便性を活かした商業・業務と住宅が共存した土地利用を図る地区。
商業業務地区
（観光・交流）
商業業務地区
（近隣商業）

ＪＲ大船渡駅、幹線道路など広域的なアクセス性と、海、公園などの景観資源を活用し、商業、宿泊関連、産直
関連等、観光や交流機能を重視した土地利用を図る地区。
営業を再開している仮設店舗の移転先となり、日常生活の利便性を高める近隣商業機能を重視した土地利
用を図る地区。

商業業務地区
（大規模店舗群） 近隣商業機能を強化するために、大規模店舗の立地を想定する土地利用を図る地区。

業務地区 県道丸森権現堂線沿道の利便性を活かし、主として業務系の土地利用を図る地区。
産業地区 大船渡港、大船渡魚市場への近接性を活かし、主として水産業、工業など産業系の土地利用を図る地区。
津波復興拠点 災害時の安全性確保など都市機能の維持と商業業務地の核となる地区。

商業・産業地区 大船渡港、産業用地に隣接した立地を活かし、産業系土地利用と商業系土地利用が混在する土地利用を
図る地区。

＜土地利用方針図＞

産業地区

住宅・商業・業務地区

住宅地区

住宅地区

商業業務地区
（大規模店舗群）

商業業務地区
（近隣商業）

商業業務地区
（観光・交流）

公園
（交流空間）

商業・産業地区
商業業務地区（観光・交流）

業務地区

津波復興拠点区域

JR大船渡駅

【図６】災害危険区域の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大船渡市）

【図７】被災地のまちづくり　市中心部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大船渡市）

で、「行政施設」、「商業業務施設」、
「エリアマネジメント」の3つのワーキン
グループを設け、そのまちづくり構想は
2013年8月までにまとまる予定であり、そ
の結果も踏まえて専門部会でさらなる具
体的な関連施設の企画を行い、設計を
進めることとしています。

−復興を大震災以前からある課題も
克服するきっかけとなるものとしたい
というお話がありましたが、その観点
から気仙広域環境未来都市について
ご紹介いただけますか。

まず大震災以前の課題として、地域経
済の低迷、そして高齢化社会への対応
がありました。その課題解決の糸口とし
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【図８】環境未来都市　概念図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：内閣府ホームページ）

【図１０】気仙広域環境未来都市〜１８ＭＷメガソーラー発電所 五葉牧野〜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大船渡市）

【図９】気仙広域環境未来都市　目指すべき将来像と主な取り組み　　　　　　　　　　　　（出典：大船渡市）

○発電規模：18メガワット
（一般家庭5,800世帯分に相当）

○事 業 費：約60億円
○工事期間：平成25年6月〜平成26年11月
○発電開始：平成27年3月

■ 地産地消エネルギー社会の構築
◦大規模太陽光発電所の建設
◦避難所となる公共施設へ太陽光発電・蓄電設備の設置（スマート化）

■ 高齢化社会に対応し誰もが暮らしやすい社会の構築
◦中心市街地を低炭素コンパクトシティとして整備
◦医療・介護・福祉の先進的連携モデルの構築

■ 産業振興
◦環境共生型木造復興住宅モデルの開発
◦再生可能エネルギーを活用した植物工場・水産加工場の EMS
◦大規模定置型蓄電池工場の誘致
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しなやかで強靭な社会づくり

教訓は本当にたくさんありますが、そ
れを踏まえて復興計画を策定しました。
その計画を着実に実行することが大切
であると考えています。

一つお伝えするとすれば、情報手段の
壊滅が大きな障害となったということで
す。大津波により沿岸部の防災行政無
線が被災し、市内全域への情報伝達手
段がなくなりました。そしてそれ以降の
通信・広報手段は、避難所への災害広
報、災害FM、市広報、記者会見など限
られたものになってしまったこともあり、
災害に強い情報伝達手段が必要である
と痛感しました。

そこで新たな情報伝達手段として、総
務省の補助金を受け、「防災・市民メディ
ア」という公設・民営の仕組みを立ち上
げ、現在運用段階に至っています。これは
災害時に必要な情報を早く、そして広く伝

えられる、また使い続けられることはも
ちろん、普段からニュースや地域コミュニ
ティ情報の発信を行うものです（図11）。

また市側からの一方的な発信だけで
はなく、携帯電話やスマートフォンなど
市民側の端末からの情報提供をもとに
発信する、双方向的なメディアを目指し
ています（図12）。

−復興はまさに今年からが本番との
お話でしたが、その復興の成否を握
るものは何とお考えでしょうか。

復興計画の実現のためにはすべての
関係者による力の結集が必要であると
考えています。もちろん国や県の支援な
ども重要ですが、民間のパワーが果た
す役割が非常に大きいと感じています。

特に起業、創業、事業拡大、民間投資な
ど多くのチャンスが東北にはありますの
で、是非、企業の皆さんの力をここに投
入していただきたいと思います。

大船渡市も、市役所内に起業支援室
を設置し、また経済同友会・東北大学
と連携して「東北未来創造イニシアティ
ブ」という枠組みを立ち上げるなど受け
入れ態勢を整えています。

−貴重なお話をおうかがいすることが
できました。本日はありがとうござい
ます。
（このインタビューは、2013年7月31
日に行われたものです。）

以上

NPO
防災・市民メディア
推進協議会

防災・市民メディア
特派員

（ボランティア）

防災・市民メディア
地域のきずな
市域内無線
FMねまらいん

【図１１】防災・市民メディアサービス　行政機能と民間機能を連携させた行政情報の伝達の仕組み　　　（出典：大船渡市）

【図１２】防災・市民メディアサービス　情報の伝達の流れ（防災情報をさまざまな端末へ）　　　　　　　　（出典：大船渡市）
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かが不明確であった。
その後米国ではレジリエンスの議論が進み、

2009年にはNIPPが改定され、今年2月には「重
要インフラのセキュリティおよびレジリエンス」
という大統領政策指令が発令され、さらにNIPP
の見直しが行われることになっている。

その変化が端的に表れたのが、2010年に公
表された国土安全保障省（DHS）による「国
土安全保障レビュー（４カ年）報告書」である。
同報告書では、レジリエンスが包括的な国土
安全保障アプローチに不可欠かつ基礎となる
としており、さらに国土安全保障に関する5つ
のミッションが明らかにされた。なかでも第５
ミッションである「災害に対するレジリエンス
の確実化」図１は、わが国の国土強靱化が今
後、真のレジリエンスに深化する方向性を示唆
していると思う。

つまり、米国はレジリエンスの要件として次の
7つを目指すといっているのである。このビジョ
ンは、国および国民等がなすべきレジリエンス
要件を簡潔にまとめたものと言い換えてもよい
だろう。

◦危機およびリスクの理解
◦災害に対する準備
◦災害がもたらす混乱に耐えること
◦不利な状況下における社会的信頼、経済、

その他の機能の維持
◦危機の間における効果的な自身の統治
◦迅速かつ効果的な復旧
◦事象の結果に伴う状況の変化への適応

Growth with Resilience 3.11 シリーズ
第 2回 国土強靭化とレジリエンス
連載全４回

国土強靱化とは

今年度から本格的に国として国土強靱化策
の検討が始まった。国土強靱化とナショナル・レ
ジリエンスとは何となく同じ意味を持つ言葉と
して使われ始めているが、本来、その意図すると
ころは若干異なる。

国土強靱化は、国家的危機が存在するという
認識がその背景にあり、国家的危機に対する国
家的な強靱性の確保という意味合いを強く持っ
ている。その国家的危機のうち、喫緊の対応を
迫られているのが巨大地震等の自然災害である
という組み立てである。

問題は「強靱性」の内容である。
今のところ、この強靱性とは、レジリエンスで

あり、粘り強さ（致命傷回避・被災最小化）としな
やかさ（迅速な回復）から構成されるとしてい
る。これを国家の危機管理のプロジェクトとして
実行するのが「国土強靱化」だというのである。
これでは、レジリエンスと強靱性の意味とその
違いが明確にされたとは言い難い。

つまり、現在の国土強靱化において重要視さ
れているのは、国家レベルで巨大地震等の自然
災害による致命傷を回避し、バックアップを確保
し、機能を迅速に回復することであり、それでは
レジリエンスは防災・減災の一部であるといって
いるのと同じである。

米国のレジリエンスに学ぶ

この考え方は、2005年にハリケーン・カト
リー ナによる巨 大 被 害 を 受 け たことを 契
機に、米国がレジリエンスという概念を防護

（Protection）に取り入れたときのものによく
似ている。米国では、2006年に国家インフラ防護
計画（National Infrastructure Protection 
Plan：NIPP）初版が公表され、重要な国家イン
フラを保護するためのリスクマネジメントの枠
組みが定められた。

この計画のなかで、初めて重要インフラ防護
におけるレジリエンスの要求が明確に現れたの
であるが、レジリエンスを特に強調したものでは
なかった。つまり、NIPPでは、施設の堅牢化、冗
長性の構築、事業継続などと併記してレジリエン
ス（当時はレジリエンシー）が使われてはいたも
のの、具体的にレジリエンスが何を意図するの

これらのうち下線で強調した部分はわが国
の国土強靱化では強調されていないものであ
ろう。

国土強靱化の今後

現在検討されている国土強靱化策は「当面
の」措置である。これで決まったわけではない。
日本人がよりレジリエントになるためには、長い
時間がかかるだろう。米国が当初のレジリエンス
の考え方から変わっていったように、わが国の国
土強靱化も今後の検討によって、適切な方向に
変わっていくだろう、また変わっていかなければ
ならないと思う。

現在は、もっぱら国がやる政策が中心である
が、今後は国民各層が行う対策もあわせて求め
られる。その際のひとつの視点は上記の米国の
ビジョンだろうと思う。私たち国民は、災害がも
たらす混乱に耐えられるか、危機の間自らを統
治できるか、事象の結果が今より悪くなってもそ
の状況変化に適応していけるか、こうしたこと
を含めてレジリエンスなのだということを、もっ
と広く広報していく必要があると考える。

国民各層に我慢を強いることになることもあ
ろうが、あわせてその我慢に寄り添い、支える仕
組みも整備していくという要素があってはじめ
て、国土強靱化はレジリエンスになっていくだろ
う。その意味から国土強靱化は今の段階から国
民全員で取り組むべきもので、だから「レジリエ
ンス・ジャパン（図２）」なのである。

（本稿は、筆者の個人的見解であり、ナショナル・レジリ
エンス（防災・減災）懇談会の見解ではありません。）

（続く）

ナショナル・レジリエンス（防災・減災）懇談会委員
総合企画部 特別研究員　　　　小

こ ば や し

林 誠
まこと

第５ミッション：災害に対するレジリエン
スの確実化（冒頭部分）

挑戦すべきは、混乱、災害、その他の危機
を物ともしないレジリエントなアメリカ社会
の適応能力を構築することである。我々のビ
ジョンは、我々が直面する潜在危機およびリ
スクを理解し、災害に対する準備を行い、災
害がもたらす混乱に耐えることができ、不利
な状況下においても社会的信頼、経済、その
他の機能を維持することができ、危機の間
において効果的に自身を治めることができ、
迅速かつ効果的に復旧することができ、そし
て事象の結果に伴う状況の変化に適応でき
ることである。

出典：DHS, Quadrennial Homeland Security 
Review (QHSR) Report , February 2010（イ
ンターリスク総研にて邦訳）

【図１】

【図 2】
国土強靭化ポスター（レジリエンス・ジャパンを訴える）
出典：内閣官房 国土強靭化推進室
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少子化社会
【
横
浜
市
】

さ
ら
な
る
”子
育
て

し
や
す
い
街
“に
向
け
て

〜
保
育
所
待
機
児
童
ゼ
ロ
を
達
成
〜

はじめに

現在関心の高い「待機児童対策」。
子ども・子育て支援の一環として、国と
しても積極的な支援を目指しています。
そこで今回、先進的な取り組みを積極
的に展開し、2013年4月時点で「待機児
童ゼロ」を達成された横浜市を取材し
ました。本稿は、横浜市こども青少年局
子育て支援部の田中礼子氏（保育対策
課）、菊池潤氏（保育運営課）へのイン
タビューをもとに、インターリスク総研に
て作成したものです。

１．今までの取り組み

−待機児童ゼロを達成するに至った、
これまでの取り組みについて教えてく
ださい。

当市では、2009年度以前からも待機
児童対策に取り組んでいました。今回は
これまでの取り組みを「2009年度以前」・
「2010年度以降」の二段階に分けてお話
しします。

⑴認可保育所整備を中心とした
2009年度までの取り組み

当市では、2009年度以前から、待機
児童対策の取り組みを行ってきました。
特に2002年度以降、待機児童解消に向
けた対応に注力しています。はじめは、
「保育所定員数の拡大」を中心に待機
児童対策を進めました。大きな取り組
みとしては、具体的には2003年度から
2005年度の3年間で「子育て支援事業
本部」を立ち上げ、認可保育所の定員を
約8,000人分増やしたことがあります。
結果として2006年4月には2004年4月か
ら約３分の１まで待機児童数を減らす
ことができました（2004年4月1,190人
→2006年4月353人）。2007年度以降も

保育所定員数を拡大してきたものの、保
育所の整備量よりも保育所入所申込数
が上回ることとなり、結果として2010年
には1,552人まで待機児童数が増加する
に至りました。

⑵2009年度中に開始した「保育
所待機児童解消プロジェクト
（以下「プロジェクト」）」

プロジェクトでは、以下の問題点を抽
出しました。
・「認可保育所」のみの定員拡大では、

多様化するニーズに応えられない
・市有地への設置だけでは対応しきれ

ない
・こども青少年局中心の取り組みでは、

地域密着の取り組みが難しい

そして、2010年3月にまとめたプロジェ
クトにおける報告書を基に、「量（保育
所整備量）の提供」から「選択性の高い
総合的対応の実現」を主とする対策へと
方針を転換させることを目指しました。
この「選択性の高い総合的対応の実現」
をコンセプトにした具体的な取り組み
は、次頁表1の４つの柱から成り立ってい
ます。

次頁表2のとおり、色々な取り組みを、
４つの柱に基づいて多方面で実施してき
ました。

【聞き手】
株式会社インターリスク総研
コンサルティング第一部　ＥＲＭグループ
主任コンサルタント　　 依

よ だ

田 麻
ま い こ

衣子

【お話をうかがった方】
横浜市 こども青少年局
子育て支援部保育対策課　田

た な か

中　礼
れ い こ

子 氏
横浜市 こども青少年局
子育て支援部保育運営課　菊

き く ち

池　潤
じゅん

 氏
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取組開始年度 対応例

①多様な保育サービス
の展開

必要な場所へのピン
ポイントでの保育施設
整備

2010年度
・保育運営事業者と、整備可能な民有地・建物の所有者とのマッチング
・賃貸物件の賃料水準が高い地域における横浜保育室整備のための賃料の上乗せ

補助

2011年度 ・保育サービスに適した物件を不動産事業者が横浜市に紹介し、横浜市が運営事業
者に紹介するという物件情報システム

2012年度 ・緊急整備地域（保育所整備を特に進めたい地域）を設定し、整備費補助額増額に
よる整備誘導

選択肢の多様性拡大 2009年度 ・認可外保育施設を活用した、乳幼児一時預かり事業の実施（利用の理由不問）

2010年度

・夏休みの5日程度と土曜日は実施しなくてもよいとする、平日型幼稚園預かり保育
を導入
※夏休みを含めた7:30〜18:30の幼稚園預かり保育は、1997年度に導入済み。2010

年度に平日型幼稚園預かり保育を創設したことで、実施園が拡大。
・NPO法人等を活用した家庭的保育の実施
・送迎保育ステーションの整備（駅近くに一時的に児童を預かる場所を整備し、駅

から離れた保育所へのバス送迎を実施）

2011年度 ・横浜市預かり保育幼稚園と横浜保育室との連携
（就学前までの一貫保育環境を確保するモデル事業を実施）

②多様な保育サービス
を、適切に保護者と
結びつける

2010年度 ・「教えて！すくすくん」リーフレットの作成による、保育サービスのわかりやすい説
明の実現

2011年度 ・各区役所への保育コンシェルジュ（保育サービス相談の専門家）の配置

③区役所を主体とした、
推進体制の構築 2010年度 ・こども青少年局に「緊急保育対策担当」を設置し、区兼務係長を配置することで、

各区との連携や調整等を実現

④保育サービス間での、
不公平感のない適切
な料金設定

2010年度 ・横浜保育室の保育料軽減助成補助を拡充（最大１万円を４万円に）

2012年度
・認可保育所の保育料金の見直し
・横浜保育室の保育料軽減助成補助をさらに拡充
（最大５万円。低所得者はより安価で利用可能とした）

①多様な保育サービスの展開（保育所整備に加えて、横浜保育室・家庭的保育・幼稚園預かり保育など）
②多様な保育サービスを、適切に保護者と結びつける
③地域を最もよく把握している区役所を主体とした、推進体制の構築
④保育サービス間での、不公平感のない適切な料金設定

【表1】４つの柱

【表2】

【図1】保育所定員と待機児童数の推移
（出典：横浜市こども青少年局「横浜市の保育所待機児童の状況と対策について」平成25年7月）
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144か所、定員１万人を超える
保育所を整備

2007～2010年度の4年
間で保育所定員数を約
5,300人増やしたが待機
児童数は増加
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２.民間事業者（一般企業
等）の撤退リスク

−民間事業者活用にかかわるリスク対
策について、どのようにお考えでしょ
うか。

「撤退リスク」について、「事業の撤退
に対する懸念（撤退リスク）」への見解
を問われることがあります。2000年3月
の国の通知により、株式会社の認可保育
所参入が認められました。法的な制度が
整ったことで、当市では2002年6月に、株
式会社による認可保育所を初めて設置
しました。10年以上経った2013年4月時
点では、490か所の私立認可保育所のう
ち、142か所が株式会社によって設置さ
れたものです。当市の規模からすると、す
べてを社会福祉法人に限定して認可保
育所を立ち上げることは現実的ではあり
ません。保育所を運営しうる、あらゆる
経営主体へＰＲしていった結果、スピー
ディーさを兼ね備えた株式会社等の一
般企業が、当市の保育事業に多く貢献し
てくれた、ということがいえます。

当市では一般企業の参入については
10年以上取り組んでいる実績を有してい
ますので、“社会福祉法人”や“株式会社”
といった法人の種別を軸に判断するより
も、それぞれの法人の経営面を適切に把
握することが重要である、と認識してい
ます。

“リスクマネジメント”という観点からみ
ると、撤退リスクを事前に予防・軽減す
る対策としては、参入前段階において第
三者機関（経営診断士）による経営状態
のチェックを導入しています。経営母体
が撤退したケースは過去に存在します
が、そういった事業者からは何かしらの
シグナルが出ているものです。実際に撤
退リスクが顕在化する前にそのシグナル
にいち早く気づき、顕在化した後の影響
を最小限に抑えるべく迅速に対応するこ

とで、保育サービスを中断することなく、
保育士も含め新しい経営主体へスムーズ
に移行させることができました。このよ
うに当市では事前策・事後対応策をしっ
かりと行っているため、これまで事業者
の撤退が要因となって引継先が見つか
らない（保育所に入れない児童が現れ
る）、保育サービスの提供が滞った、と
いったことは発生していません。

経営面への影響、という点では（新た
に）建物を新築するという手法では展開
が難しいので、通常の店舗スペース（コ
ンビニエンスストアなど）を改装して、認
可保育所を立ち上げることも行ってきま
した。これに対して、法人の種別を問わ
ずに補助金を出すようにしました。

さらに、NPO等の家庭的保育事業に
対しては、空き定員による経営面での影
響が大きいため、欠員対策（欠員児童数
分の補助）を行っています。これにより、
入所児童数に関わらず、最低限の基本コ
ストは助成金でカバーし、経営不振によ
る撤退リスクを抑えることができていま
す。またNPO等の家庭的保育事業は、4
月の入所率が50%程度となっていますの
で、年度途中での育休取得者（育休終了
者）・転入者に対する受け皿として重要
な役割を担っています。

３.安全管理・対策（サービ
スの質の確保）

−様々な保育サービスを提供されてき
たなかで、保育サービスの安全性や質
に関する課題や対策などについて教
えてください。

まずは、人材確保や質（レベル）の維
持・向上を重要視しています。次いで、リ
スク対策という面で、リスクを防ぐ「事
前策」、事故が起こった時に対応する
「事後策（保険を含む）」の二つを重視

しています。

⑴人材確保とサービスレベルの
維持・向上に向けたサービス

（質）の確保

サービス（質）を確保するためには、
「保育士等の人材確保」と「サービスレ
ベルの維持・向上」の２つのポイントを
考える必要があります。

「安全」というと、設備的な対策も大
事ではありますが、まずは「人材の確保」
が基本になってくると考えています。当市
の課題は、認可保育所の急増等に伴う、
保育士の確保です。この課題は、多かれ
少なかれすべての保育施設で共通してい
るとの認識です。（さらに認可外保育所
は公的補助がないので、認可保育所以上
に保育士の確保に苦労しています。）

そこで、保育士就労支援講座や就職説
明会等を実施しています。また、保育士
の処遇の改善のため、国の特例事業を
活用し、保育士一人あたりの給与改善を
図る制度を導入しました。そして、安定的
に保育士を確保し、保育士の病気等によ
る出勤困難などに対応できる体制を作
ることを、今後も継続して取り組むべきこ
ととして認識しています。

また局所的にはなりますが、家庭保
育福祉員（保育ママ）の保育を補助する
「補助員」の雇用に対する助成を当市で
は行っています。ここ２年間は予算も拡
充できているので、数年前に比べるとよ
り手厚く補助員が配置できるようになっ
ています。また、家庭保育福祉員が体調
不良等で保育サービスが提供できない
ときは、補助員が保育資格を有している
場合、短期間であれば家庭保育福祉員
の代替的な役割を担うことができます。

次に、「業務品質」という点では、保
育の質の向上を図ることを目的として、
2013年4月1日から「業務の質の評価」を
義務づけました。これは、当市独自の取
り組みです。業務の質の評価を事業者自
ら行うだけでなく、定期的に第三者によ
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る外部評価も受け、それらの結果を公表
し、常にその改善を図らなければならな
い、としています。

⑵徹底している事故報告ルール
や事前防止策

⑴と同じように、重要になってくるのが
「安全面」への取り組みです。事故報告
自体は、認可保育所・認可外保育所どち
らも行っています。国が統一的に最終取
りまとめを行っており、示されている様
式にのっとって市として報告を実施し、
運営しています。国が示している全治１か
月以上の重傷事案については、当市にお
いては認可保育所・認可外保育所どちら
も各々から区役所へ報告することとして
います。特に事故として重篤な事案（死
亡、長期間入院等）については、市（局）
で取りまとめ、市から国へ報告を行いま
す。また当市では市立の認可保育所より
も民間の保育所が大半を占めているの
で、事故が起きた場合の原因の分析・対
策の策定は各保育所が実施するようにし
ています。ただし、管内の施設（市立の認
可保育所・民間の保育所）に対しては、
事故情報等を共有し、市より注意喚起を
継続的に実施しています。また、設備面
の問題に加え、ヒューマンエラーへの対
策が重要だと考えています。「うつぶせに
しない」「早期発見をする」といった大切
な事項については、すべての施設に対し
て徹底するよう重点的に指導を行ってい
ます。

⑶補助員を増やして緊急時（災
害）対応力を強化

安全管理・対策として最も重視してい
るのは、「緊急時対応」です。災害時に
子どもたちを守るためには、大人の目が
あればあるほど良いことは明白です。⑴
で述べたとおり、助成額を拡充すること
で、補助員をより手厚く配置できるよう
力を入れています。

⑷サービス提供への備え（保険
の手配）

保育事業を開始する場合は、必ず
「賠償責任保険に加入すること」として
います。

認可外保育施設においては、毎年報告
書を提出する際に証券の添付が必要で
す。ただし、当市においてチェックするの
は保険の手配有無についてであり、補償
内容の指定や基準設定は行っていませ
ん。今までに、保険金額の設定など、補
償内容が不十分であったためにトラブル
となったという報告はありません。

家庭保育福祉員（保育ママ）に対し
ては、応募資格要件の一つとして保険
の加入を設けています（募集要項には、
“福祉員は、施設賠償責任保険、児童傷
害保険又はこれらに類すると認められ
る保険等に加入しなければならない。”
と記載されている）。

４.最後に（待機児童解消を
継続するための取り組み）

−それでは最後に、今後の意気込みを
お聞かせください。

私たちの取り組みは、待機児童ゼロを
達成したことで終わるものではなく、今後
も待機児童ゼロを維持していく必要があ
ります。今後の課題としては、①さらなる地
域分析の徹底、②保育の質の確保、③新 
制度への対応があると考えています。

まずは、「①地域分析の徹底」です。
待機児童数がゼロとなったとはいえ、入
所申込数は年々増える一方にあるため、
今後も地域の潜在ニーズを見込んだ上
で、必要な場所に適切な保育施設をピン
ポイントで整備していく必要があります。
区役所の分析力と調整力をもとに、効率
的・効果的に対策を進めていきたいと考
えています。次に、「②保育の質の確保」
です。現状でも必要な保育士を配置でき
ており、人材育成にも取り組んでいます
が、ここ数年で急増した保育所を継続的
に運営していくためには、今後も保育士
を確保し続けなくてはなりません。最後
に、「③新制度への対応」です。2015年度
に「子ども・子育て関連３法に伴う新制
度」が施行されますので、移行するため
の準備が必要となっています。

これらの課題に注力しながら、引き続
き、子育て支援の充実に努めていきたい
と考えています。

以上

厚生労働省の通知に基づき、毎年４月と10月に集計。
保育所に入所申込をしたにも関わらず、定員超過により入所できなかった児童（保留児童）のうち、国の指針に基づいて除いてよいこととされ

ている項目（横浜保育室等入所者、特定園のみ希望者等、育休取得中家庭の児童、自宅で求職活動をしている家庭の児童）を除いて集計。

参考① 「待機児童数」とは・・・
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○新制度の趣旨と財源
平成24年８月に成立した子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育
て支援新制度は、幼児期の教育・保育の総合的な提供などを目的とし
た制度で、27年度にスタートする予定となっている。
「子ども・子育て」は、社会保障・税一体改革において社会保障分野
の一つに位置付けられ、新制度の財源として、消費税率引き上げに伴
う増収分のうち、約7,000億円が充てられる（さらにその他の財源も
含め合計1兆円超の財源確保をめざす）こととされている。
○法案が成立するまでの経緯
国において、22年１月に、「子ども・子育て新システム検討会議」が設け
られ、検討がスタートした。同会議作業グループの下で３つのワーキン
グが開催され、24年３月に子ども・子育て新システムに関する基本制度
や法案骨子が少子化社会対策会議で決定された。その後、法案が国
会に提出され、議員修正等を経て、24年８月に関連３法が成立した。

○給付・事業の全体像
新制度では、下表の給付・事業が対象となっている。認定こども園、幼
稚園、保育所を通じた共通の給付が導入される。
○子ども・子育て会議
子育て当事者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、子育て支援
者、学識経験者が子育て支援の政策プロセス等に参画・関与すること
ができる仕組みとして、25年４月以降、国に「子ども・子育て会議」が
設置され、新制度の施行に向けた検討が行われる予定となっている。
また、各市町村についても、審議会その他の合議制機関の設置努力義
務が規定されており、本市では、「地方版子ども・子育て会議」を設置
し、ニーズ調査等に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画の策定
や子ども・子育て支援施策の推進に関することなどについて審議を
行っていく予定である。

種　別 定　義

保育所
【整備・設置認可：こども青少年局保育所整備課】
【運営：各区、こども青少年局保育運営課】

日々、保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳児または幼児を保育することを目的とする施設。

家庭的保育事業 保育士または研修を受けて市町村の認定を受けた「家庭的保育者」が、自宅等で児童を保育することを目
的とした事業

家庭保育福祉員
【各区、こども青少年局保育運営課】

市長の認定を受けた福祉員が、保護者の委託を受けて、保育に欠ける低年齢児を家庭的な雰囲気の中で保
育する制度。（昭和35年12月事業開始、平成22年４月法制化）

ＮＰＯ等を活用した家庭的保育事業
【各区、こども青少年局保育運営課】

ＮＰＯ法人等の保育に関するノウハウを活用し、保護者の委託を受けて、複数の保育者が、保育に欠ける低
年齢児を家庭的な雰囲気の中で保育する制度。（平成22年９月事業開始、横浜市単独事業）

認可外保育施設 保育所以外の保育施設であって、行政庁による設置認可を受けていないものの総称。

横浜保育室
【新規認定：こども青少年局保育所整備課】
【運営：各区、こども青少年局保育運営課】

３歳未満児の待機児童の解消、認可保育所で対応しきれない多様な保育ニーズへの対応、保護者負担の軽
減などを目的に、横浜市が独自に定める設備や保育水準を満たす施設を「横浜保育室」として認定した認可
外保育施設。（平成９年７月事業開始、横浜市単独事業）

一般認可外保育施設
【各区、こども青少年局保育運営課】

認可外保育施設のうち、本市が援護費を交付していないものであって、事業所内保育施設およびベビーホテ
ル以外のもの。

事業所内保育施設
【各区、こども青少年局保育運営課】

企業・病院などが、従業員を確保するために、福利厚生施設の一環として設置している従業員のための保育
施設。

ベビーホテル
【各区、こども青少年局保育運営課】

認可外の保育施設であって、夜間保育、宿泊を伴う保育、または時間単位で一時預かりのいずれかを行って
いるもの。

幼稚園【神奈川県※】 幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的とする施設

私立幼稚園預かり保育
【こども青少年局子育て支援課幼児教育係】

市長の認定を受けた私立幼稚園が、保育を必要とする園児又は弟妹園児に対し、幼稚園の正規教育時間を
含み日中１１時間以上（土曜日は８時間以上）の保育を実施する制度。

【　　　　　】=所管・問い合わせ先
※認定こども園（幼保連携型）

認定こども園は、幼稚園・保育所等のうち、「就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能」と「地域における子育て支援を行う機能」を備える施設で、神奈川県
が認定した施設です。幼保連携型は、幼稚園と保育所がともに認可を受けていて、両者が連携して一体的な運営を行う形態です。（この他の形態として幼稚園型、保育
所型、地方裁量型があります。）

（出典：横浜市こども青少年局「横浜市における保育資源の種類と定義」平成25年6月1日）

子ども・子育て支援給付 地域子ども・子育て支援事業

■施設型給付
◦認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付
■地域型保育給付
◦小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育
■児童手当

■利用者支援、地域子育て支援拠点事業、一時預かり、乳児家庭全戸訪問事業等
■延長保育事業、病児・病後児保育事業
■放課後児童クラブ
■妊婦健診

参考③ 子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育て支援新制度

参考② 横浜市における保育資源の種類と定義

〈新制度で対象となる主な給付・事業〉

（出典：横浜市政策局政策課『特集 横浜の子育て支援 （3）横浜市の待機児童対策の経緯と今後の課題』「調査季報」Vol.172、2013年3月）
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（出典：横浜市政策局政策課『特集 横浜の子育て支援（3）横浜市の待機児童対策の経緯と今後の課題』「調査季報」Vol.172、2013年3月）

参考④ これまでの取り組み年表

国 横浜市

時期 内容 時期 内容

平成20年 2月 「待機児童ゼロ作戦」

平成20年12月 児童福祉法一部改正する法律
・家庭的保育事業が法定化

平成21年 4月 乳幼児一時預かり事業実施

平成21年 8月 林市長就任

平成21年10月 保育所待機児童解消プロジェクト発足

平成21年12月

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」
（閣議決定）
・待機児童解消への取組
・幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のための包括的・

一元的な制度の構築を進める

平成22年 1月

○「子ども・子育てビジョン」（閣議決定）
・バランスのとれた総合的な子育て支援（子育て家庭等への支

援・保育サービス等の基盤整備）
・待機児童の解消等に向けた明確な数値目標
※平成29年度に44％に達する３歳未満児に関する潜在的な保育

需要を満たすため、女性の就業率の上昇を勘案し、平成26年
度までに35％の保育サービス提供割合（３歳未満）を目指し、
潜在需要をも含めた待機児童解消を図るものである。

○子ども・子育て新システム検討会議の設置（少子化社会対策
会議決定）

平成22年 3月 保育所待機児童解消プロジェクト報告書

平成22年 4月

緊急保育対策担当設置（部長１、課長２、係長２、職員2，8区に
兼務係長配置）
・幼稚園預かり保育平日型導入
・横浜保育室軽減助成制度拡大（１万〜４万）
・NPO 法人等を活用した家庭的保育事業実施
・短時間就労のための乳幼児一時預かり事業

平成22年 6月 子ども・子育て新システム基本制度案要綱（少子化社会対策会
議決定） 平成22年 6月 横浜市次世代育成支援行動計画「かがやけ横浜こども青少年プ

ラン後期計画」策定

平成22年10月 待機児童ゼロ特命チーム

22.11.29 待機児童解消「先取り」プロジェクト基本構想とりまとめ 平成22年12月 横浜市中期４か年計画（2010 〜 2013）策定
・目標　待機児童解消

平成23年 4月 全区に緊急保育対策担当係長（兼務係長）配置

平成23年 5月 緊急保育対策室設置（室長1、部長1、課長3、係長5、職員6、全
18 区に兼務係長配置）

平成23年 6月 全18 区に保育コンシェルジュ配置

平成23年 7月 子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめについて（少
子化社会対策会議決定）

平成23年10月 鶴見・神奈川・港北区に保育コンシェルジュを追加配置

平成24年 3月 子ども・子育て新システムの基本制度について（少子化社会対
策会議決定）

平成24年 3月 消費税関連法案とともに、平成24年通常国会に法案を提出 平成24年4月 保育料等の改定

平成24年 6月 衆議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会及び衆議
院本会議で３法案を可決

平成24年 8月 参議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会及び参議
院本会議で３法案を可決・成立

昭和35年 　 　 家庭保育福祉員
平成 9年 　　　　横浜保育室実施
平成 9年 　　　　幼稚園預かり保育モデル実施

（平成12年4月 　　親子のひろば「びーのびーの」オープン
 平成18年3月 　　横浜市地域子育て支援拠点モデル事業開始　「どろっぷ」）

24.6.12　社会保障・税一体改革特別委員会公聴会に参考人として横浜市長が出席

22.11.1　待機児童ゼロ特命チーム　ヒアリングに横浜市出席

少子化社会
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　１．はじめに

2011年の東日本大震災以降、ＢＣＰ（事
業継続計画）を策定した企業は着実に増
えてきている。一方で、策定したＢＣＰの
従業員への周知、教育あるいは訓練など
を通じた見直しなどを行っている企業は
まだまだ少ない。

そこで、本稿では、策定した自社のＢＣ
Ｐを作りっぱなしにしないようにするため
の対策について２回に分けてご紹介する。
今号では、ＢＣＰ策定、従業員への教育、
見直しの仕組みづくりの実態とその具体
的な方策の全般について、次号ではＢＣＰ
見直しの代表的な手段のひとつである訓
練にスポットを当てて紹介していく。

２．ＢＣＰ普及の現状

インターリスク総研では2005年より上場
企業におけるＢＣＭ（事業継続マネジメン
ト）導入に関する実態調査を実施し、その
結果を「事業継続マネジメントに関する日
本企業の実態調査報告」（以下、「本報告
書」と記す）にとりまとめている。直近の本
報告書を見ると、東日本大震災の発生を
契機として、ＢＣＰ（事業継続計画）の策
定に取り組む企業の割合は飛躍的に増加
したことがわかる。2010年の調査では、Ｂ
ＣＰを策定している企業の割合は29.5％で
あったが、2012年の調査では44.7％となり
15.2ポイント増加している。一方、策定して
いない企業の割合は、40.7％から18.7％へ

と22.0ポイント低下している（図１）。
また、中堅企業においても同様の傾向

が見てとれる。内閣府が一般企業を対象
に調査した「企業の事業継続の取り組み
に関する実態調査」では、2009（平成21）
年に中堅企業でＢＣＰを策定している企
業の割合は12.6％であったが、2011（平成
23）年の震災後の調査では、20.8％とな
り、8.2ポイント増加している。一方、「策定
予定はない」および「ＢＣＰとは何かを知
らない」と回答した企業の割合は55.6％か
ら33.0％へと22.6ポイントも減少している
（次頁図２）。

このように調査結果から、未曾有の被
害をもたらした東日本大震災を教訓とし
て、多くの上場企業や中堅企業において、
ＢＣＰに対する取り組みが着実に進みつ
つあることが確認できる。

44.7% 24.8% 11.3% 18.7%

31.3%

0.5%

0.2%

策定の計画がある 策定していない 無回答

（※）2010年度以前については、「現在、策定中である」･「策定の計画がある」の項目は統合されていた

2012年度

2011年度

2010年度

2008年度

策定している 現在、策定中である

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在、策定中である／
策定の計画がある※

現在、策定中である／
策定の計画がある※

11.7%

0.5%

29.4% 58.4%

29.5%

1.0%

28.8% 40.7%

30.3% 23.1% 15.0%

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第二部　BCM第二グループ
マネジャー・上席コンサルタント 　　小

こ か じ

鍛冶　勝
まさる

【図1】BCP（事業継続計画）の策定状況について　　　　　　　　　　　　　（出典：文献1））
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平成23年度

平成21年度

平成19年度

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【中堅企業】

策定済み
予定はない 事業継続計画（BCP）とは何かを知らなかった 無回答

策定中 策定を予定している（検討中を含む）

20.8% 14.9% 30.7% 19.7% 13.3% 0.7%

12.6% 14.6% 15.0% 10.3% 45.3% 2.2%

12.4%

3.4%

12.8% 8.8% 61.2% 1.3%

8.8%

8.6%

19.0%

7.7%

59.6%

1.8%

6.5%

6.7%

14.1%

3.9%

69.4%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全社員を対象に
定期的に行われている

特定の部門を対象に
定期的に行われている

ハンドブックや資料の配布を
行っている

その他

ＢＣＭに関する社内教育は
行われていない

無回答

2012年度
2011年度

11.5%

24.2%

3.2%

11.1%

4.3%

54.2%

3.2%

2.1%

5.6%

61.8%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経営層による定期的な
見直しの仕組みがある

ＢＣＭ担当部門による
定期的見直しの仕組み

社外からの定期的な監査
などの仕組みがある

各部門内で定期的に
見直す仕組みがある

その他

ＢＣＭを定期的に
見直す仕組みはない

無回答

2012年度
2011年度

8.3%

17.4%

8.6%

３．ＢＣＰに関する従業員
への周知、教育および
見直しについて

災害発生時などの緊急時に自社の重
要な事業や業務を早期に復旧させるため
に、ＢＣＰは重要な役割を果たす。しかし
ＢＣＰが存在するだけで十分とはいえな
い。策定したＢＣＰを従業員への周知、教
育により社内全体に定着させ、さらには 
ＢＣＰの有効性を定期的に検証し、見直し
していくことが重要となる。

⑴ＢＣＰに関する従業員への周
知、教育の現状

前出の「本報告書」によれば、ＢＣＭに
関する社内教育（研修・セミナーなど）
を定期的に実施している企業の割合は、
8.8％に過ぎない。一方、全く実施してい
ない企業の割合は59.6％と依然として高
い（図３）。ＢＣＰを策定済みまたは策定
中とした企業においてでさえ、半数近く
（46.8％）の企業では社内教育が行われ
ていないのが現状である。

⑵ＢＣＰの見直しの現状

また、「本報告書」によれば、自社のＢＣＭ
の有効性を定期的に見直す仕組みがない
企業の割合についても54.2％と高い数値
になっている（図4）。製造業と非製造業で
比較してみると、製造業の方が見直す仕組
みがないと回答した割合が高い。

以上のような調査結果から、国内の企
業では、東日本大震災を契機としてＢＣＰ
の策定作業については加速し、着実に進
展してきているものの、ＢＣＰの社内への
周知や従業員への教育、そしてＢＣＰの有
効性を検証し、見直しを図っていく仕組み
づくりについては、未着手であるか、ある
いは取り組みの途上にある、というのが
現状であるということができよう。

【図2】BCP（事業継続計画）の策定状況　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：文献2））

【図3】BCM（事業継続マネジメント）に関する社内教育の実施状況　　　　　　（出典：文献1））

【図4】BCM（事業継続マネジメント）の有効性を見直す仕組みに関する状況　　（出典：文献1））



RMFOCUS Vol.47　17

BCP

4．従業員への周知、教育
およびＢＣＰ見直しの
具体的な方策について

それでは、ＢＣＰの従業員への周知や
教育、ＢＣＰ見直しの取り組みを進めてい
くには、具体的にはどのような方策に取り
組んでいけばよいのだろうか。以下、その
概要を解説する（表1）。

⑴周知、教育の具体的方策
　
すでに述べたとおり、策定したＢＣＰは

社内に周知し、従業員への教育を行わな
ければ意味がない。しかし平時の業務遂
行に直接的には関係がなく、また、何年あ
るいは何十年に一度発生するかどうかも
分からない災害を想定した規程・マニュア
ル類は、従業員が自主的に参照し理解を
深めていく種類のものとは言い難い。さら
に、他の一般的な社内の諸規定と異なり、
ＢＣＰでは個々の従業員に求められる役
割が職制などに応じて大きく異なるため、
自身の役割に関係のない規定・マニュアル
も多い。このような背景を踏まえた上で、
いかに従業員にＢＣＰの概要とその中で
の自身の役割を知らしめて理解させるか、
その方策が重要となる。以下に、周知、教
育の具体的な方策の概要を紹介する。

①社内イントラへのＢＣＰ文書の掲示
多くの企業では、すでに自社の諸規定

を社内イントラ上で閲覧できる環境にある
と思われるが、ＢＣＰ関連文書についても
同様にイントラ上に掲示することが必要で

ある。
なお、掲示する文書類は全従業員に共

通する文書・規定類で十分であり、各部署
における詳細な手順書まで掲示する必要
はないであろう。

②従業員向けＢＣＰ研修会
ＢＣＰの対象となる経営層、従業員を

集めて実施する研修会が最も代表的な周
知、教育方法といえる。全従業員を集めて
ＢＣＰのポイントを説明する機会を設ける
企業も少なくない。その際に、経営陣が参
加して、自社のＢＣＰの基本方針とともに
「会社としてＢＣＰを重視している」と企

業の姿勢を宣言することは、その効果を
一層高めることになるだろう。もし、ＢＣＰ
の内容の説明だけのために全従業員ある
いはＢＣＰの対象となる従業員を集めるこ
とが難しいという場合には、既存の研修
会、会議、あるいは小集団活動の場を活
用することをお勧めする。

③ 携帯カードの配布
通常、ＢＣＰおよびその手順書は相当な

分量となり、災害対策本部のメンバーであ
ればその全容についてある程度理解、把
握しておく必要があるものの、一般従業
員においては、そこまでの必要はないとい
えよう。一般の従業員は、最低限の基本
的事項についてのみ覚えておけばよいだろ
う。そのような事項をコンパクトにわかり
やすく記載した携帯カード（定期入れや社
員証ケースに収まるサイズが望ましい）を
作成、配布し、一般の従業員や役員に携帯
させることは有効な手段である。このよう
な携帯カードは、ＢＣＰを策定した多くの
企業で採用されており、記載内容について
も企業によって工夫がみられる（図5）。

カードに記載すべき主な項目としては、

課　題 主な方策

⑴周知・教育 ① 社内イントラへのＢＣＰ文書の掲示
② 従業員向けＢＣＰ研修会
③ 携帯カードの配布
④ eラーニングの活用

⑵見直しの仕組みづくり ⑤ ＢＣＰ担当部署の選定
⑥ 定期的な従業員への訓練、演習の実施
⑦ 部門ごとの定期的な自己点検の実施
⑧ ＢＣＰに関する監査
⑨ 経営層によるレビュー

【表1】従業員への周知、教育およびBCP見直しの主な方策

【図5】従業員携帯カード　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典:文献3））
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地震等の災害発生時に取るべき基本的な
安全確保の動作、安否情報の報告手段や
方法（安否確認システムの操作方法など）
などが挙げられる。

特に会社への安否報告の手段や方法に
ついては、就業時間外（夜間・休日等）に
災害が発生した場合についても記載して
おくことが有効である。さらに、家族間の
安否確認の方法や自宅周辺の避難場所な
ども合わせて記載できるように工夫して
いる企業も多い。

　
④eラーニングの活用

企業の中には社員教育や自己啓発の手
段として、すでにeラーニングを導入して
いるところも少なくないであろう。その教
育メニューの一つとしてＢＣＰを採用する
ことも周知、教育の有効な手段となる。
eラーニングのメリットは、従業員を参集
させる必要がないことや学習履歴が把
握できることである。研修会方式での教
育では欠席者へのフォローは難しいが、 
eラーニングでは未履修者へのフォローが
容易である。また、従業員にとっても、自
由な時間に自分のペースで学習すること
ができるため、ＢＣＰの学習機会は大きく
向上する。

さらには、受講コースを「一般従業員向
け」や「管理職向け」など複数化し対象者
を絞り込むことによって、ＢＣＰ上の役割
に応じたより具体的なコンテンツを提供
することが可能となる。

⑵見直しの仕組みづくりの具体
的方策

ＢＣＰは策定した時点から劣化が開始
するといっても過言ではない。例えば、従
業員の連絡先は従業員の入退社によって
変更が必要となるし（退社した従業員に
安否確認の訓練メールを発信するケース
が散見される）、重要取引先のリストに
ついても連絡先の変更は日常のこととい
える。あるいは、工場のラインを増設した
り商流が変更になったり、自社の事業や
業務の革新や改善に伴う変更も少なくな
い。このような多岐にわたる変更に対して

もＢＣＰは修正を余儀なくされるのであ
る。このような企業の実態の変更に対応し
てＢＣＰを更新・修正し、実効性を維持・
向上させていく方策として、以下のような
ものが挙げられる。

⑤ＢＣＰ担当部署の選定
前述のとおり、ＢＣＰ文書は様々な更新

や修正を余儀なくされるが、その対応を現
場の部門に任せきりにしていると、いつし
か更新・修正作業に漏れが生じてくるのは
避けられないことである。それを防ぐため
には、ＢＣＰの維持・管理を行う担当部署
を選任し、責任と権限を明確にすること
が重要である。また、その部署にはＢＣＰ
維持・管理業務を遂行するために必要な
予算を確実に配分したい。当然、ＢＣＰの
維持・管理のための年間スケジュールを定
めることも重要となる。

⑥定期的な従業員への訓練、演習の実施
定期的な訓練や演習の実施は、ＢＣＰ

の実効性を確保するため、大変有効な手
段である。具体的な訓練・演習の種類や
進め方などの詳細については次号で紹介
する。

⑦部門ごとの定期的な自己点検の実施
前述のＢＣＰ担当部署でも、現場の一

つ一つの手順書などには目が届きにくい
ものである。ＢＣＰ文書、特に各部門の手
順書についてはＢＣＰ担当部署だけでは
なく、その部門ごとの定期的な自己点検
が求められてくる。それぞれの部門ごとに
定期的にＢＣＰ文書や手順書を読み合わ
せ、更新・修正個所がないか、各種の非常
用設備や備蓄品がきちんと配備されてい
るか、不足がないかなどを自己点検する仕
組みを構築したい。

⑧ＢＣＰに関する監査
一般的に、企業では日常業務を遂行す

る部門とは別の独立した組織がその業務
の遂行状況をチェックし、必要に応じて助
言・勧告を行う内部監査を行っている。企
業によっては、その内部監査の項目のひと
つとしてＢＣＰに関する事項を盛り込み、

ＢＣＰの維持、見直しを図っている。ま
た、内部監査項目にＢＣＰがなじまないと
考える企業では、ＢＣＰ担当部署による監
査を実施している。加えて、数年に一度、
コンサルティング会社などの外部の専門
機関による監査によって自社のＢＣＰの実
効性を確認している企業もある。

いずれにしても、自社のＢＣＰのレベル
を確認し、どのような点が劣っているの
か、見直しが必要なのか、自社内で認識を
共有しておくことは重要である。

⑨経営層によるレビュー
ＢＣＰの策定および従業員への周知、

教育に経営層の協力が欠かせなかったよ
うに、ＢＣＰの維持・管理、見直しについ
ても経営層の協力は不可欠である。経営
層におけるＢＣＰへの理解や関与を継続
させていくためには、自社のＢＣＰの現状
と今後の改善点などを定期的に報告し、
経営陣の判断や指示を仰ぐ必要がある。

このような観点から、年に一回はＢＣＰ
について経営層へ報告を行い、経営トップ
のレビューの機会を設けることが重要で
ある。

以上、今号ではＢＣＰの策定が進んでき
てはいるものの、その社内への周知や見直
しの仕組みづくりについてはいまだ多くの
企業において不十分である現状を示し、Ｂ
ＣＰの周知、教育、見直しの仕組みづくりに
関する具体的方策について例示してきた。

次号では、ＢＣＰの実効性を高めていく
ための訓練について、最近の企業での採
用事例とともに具体的な方法や進め方に
ついて紹介していく。

（次号へ続く）

1）インターリスク総研「第6回事業継続マネ
ジメントに関する日本企業の実態調査報
告」2013年5月

2）内閣府「企業の事業継続の取り組みに関す
る実態調査」平成24年3月

3）愛知県「あいちBCPモデル」平成20年3月

■参考文献・資料等
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１．はじめに

近年、事業所における事故が増加傾
向にある。さらに2011年3月11日に発生
した「東日本大震災」以降、安心・安全
に対する人々の関心は高まっている。企
業の事故や安全上のトラブルがマスコ
ミに大きく取り上げられ、社会の関心を
引きつけている。原子力発電所、鉄道、
航空、旅客バス、医療・福祉、エレベー
ター、遊戯施設、花火大会、コンサート
会場などで大事故が発生すると当事者
が謝罪し、マスコミに大きく取り上げら
れ、行政処分を受けるとともに新たな規
制が施行される。

事故を発生させた企業は、事故発生
後に各種緊急点検を実施し、新たなマ
ニュアル構築やハード対策に多額のコス
トも投じることとなる。これらの事故は、
ヒューマンファクター（人的要因）による
ものも多く、組織の安全文化に関わる問
題との指摘もされている。本稿では、組
織の安全に対するあり方に焦点をあて、
組織に求められる「安全文化の醸成」に
関し、人の心理も含めてそれをどう構築
すべきかを示す。

2．安全文化とは

最近、「安全文化」という言葉を耳に
することがある、もしくは企業は顧客か
ら「安全文化」という言葉を用いて体制
構築を要求されることがあるのではな
いだろうか。「安全文化」という言葉は、
1986年のチェルノブイリ原子力発電所事
故を検証した国際原子力機関（ＩＡＥＡ 
：Internat ional Atomic Energy 
Agency）の国際原子力安全諮問委員
会（ＩＮＳＡＧ：International Nuclear 
Safety Advisory Group)の調査報
告書の中で使われたのが最初である。 
ＩＡＥＡは調査報告書で「安全文化」と
いう言葉を、「安全が他の何よりも優先
され、最大の関心事として安全問題に注
意が払われており、かつそれを保証する

組織および個人の特性と態度の集合体
である」と定義している。事故報告書の
中で当該事故の原因は、作業手順の誤り
や緊急時対応の不手際などの個別原因
ではなく、「組織風土」にあると言及して
いる。

チェルノブイリ原子力発電所事故当
時、日本国内では社会情勢、組織や文化
も異なる国外の事故であり、我が国とは
無縁の事故であると考える人が大半で
あったが、1999年に相次いで発生した国
内での重大事故を契機に、組織風土が
事故の原因とも指摘され、「安全文化」
の重要性が認識されるようになったと言
われている。

「安全文化」とは、「安全」という側
面から見た場合の「組織文化」の一つで
ある。企業における「安全」とは、業種
や企業によって様々であるが、基本的な
考え方として、顧客への製品・サービス
等の提供を円滑に行い、企業活動を妨
げる要因（事故・トラブル）を発生させ
ないこと、または発生しないように、組
織の安全に対する意識や安全管理の体
制・運営を保っている状態を示す（次頁
図１）。

3．なぜ事故は起きるのか

各種対策は講じられているが、企業

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第三部　安全文化グループ
マネジャー・上席コンサルタント　 関

せ き ぐ ち

口　祐
ゆ う す け

輔
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における事故が頻発する。その背景とし
て、日本は高度成長期を経て海外から
高い評価を得る一方、価値観が多様化
し、人々の危険に対する感性が低下して
きているという指摘がある。バブル崩壊
後、「失われた20年」における日本の産
業は、リストラや世代交代が進み、産業
事故が増大するだけでなく、コンプライ
アンス問題も発生している。コスト削減
による設備投資の抑制が設備の老朽化
を招き、これら設備に対するメンテナン
ス不足の状況が、事故を誘発している。
一方でリストラが行われ、ベテランの技
術者が職場から去ったことにより、組織
全体として危険に対する感性が低下し
ている。かつてはベテランの技術者が現
場を巡回することで機械・設備の音や振
動、臭いなどから直接異常を察知し、迅
速な対応により事故を未然に防止できて
いた。一方、近年の若い技術者は、職場
の人員削減などに伴い安全点検を監視
パネル、システムに頼らざるを得ない状
況にあり、現場を巡回する時間がないと
聞く。さらに時間の余裕がないことが技
術の伝承不足、コミュニケーションの不
足や教育・訓練が十分に実施できないと
いったことにつながっている。

事故の原因としてもっとも注目され、
対策の策定・実行に注力されてきたもの
がヒューマンエラーである。ヒューマン
エラーの概念は、信頼性工学、人間工学
（ヒューマンファクターズ）の領域とし
て1970年代から頻繁に使われてきた。

その理由は二つある。一つ目は、機械・
設備の信頼性向上により、機械・設備
の故障が発生しにくくなったため、事故
原因全体に占める人間による操作ミス
の割合が大きくなってきたことにある。
二つ目は、システムが巨大かつ複雑化し
たことにより、人間の一つのミスが大き
な事故をもたらすようになったためであ
る。ヒューマンエラーは、人間の判断や
行動の失敗であり、安全規則違反や不
安全行動をいう。意図しないうっかりミ
スや意図せず悪い結果を招いた判断・
決定と異なり、意図的な違反、不安全行
動は心理的要因、そのプロセスに原因
があるといえ、人間の心理的要因の背
景には安全に対する意識の低下をもた
らすものが存在している。

４．安全文化を醸成する
ために

企業の安全管理責任者は、防火・防
災・労働安全衛生委員会の開催、安全
教育の実施、安全パトロール・監査の実
施、「ヒヤリ・ハット」の報告など、各種安
全管理活動等を計画し実施している。し
かし、これら安全管理活動の中で、「安
全上の問題点を抱えていることが放置さ
れていないか？」、「教育・訓練の内容に
見落としがないか？」など、安全上の問
題点が具体的に抽出され、組織の各部

門が網羅的に対策を講じていなければ、
安全管理活動の効果を得られない、もし
くは半減してしまう。「安全」を確保する
には、組織のトップ・リーダーおよび組織
を構成する従業員の一人ひとりが、何を
行えば「安全」を確保し、維持できるか
という自覚を持つ必要がある。ヒューマ
ンエラーに関する心理学の第一人者とい
われているジェームズ・リーズンは、その
著書「組織事故」の中で、「安全文化」は
表１の四つの要素から構成されるとして
いる。

モラル等の意識改革・安全改革の推
進には、トップダウンによる全社的取り
組みと企業のトップが従業員の意識や
行動を受け入れることが前提であり、
個々の職場に存在する文化（サブカル
チャー）を否定せずに全体として望まし
い文化に融合させることが基本である。
特に組織の安全改革には「動機づけ」
と「気づき」があることが必要条件であ
る。ポジティブに活動していくために、
トップダウンによるコミットメントと、現
状の一方的な否定ではなく「相互理解」
が重要である（図２）。

また、改革の推進は安全のみに限るも
のではなく、業務のあり方、社内の慣習
や考え方等、様々な特有の文化との関係
が考えられる。そのため、現場の問題と
いう意識ではなく、経営リスクとして全社
（全従業員）に関わる問題と位置づける
必要がある。図３では、影響要因分析モ
デル（社会経済研究所報告Y10003）を

【図１】企業における『安全』のイメージ
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安全文化

報告する文化 不都合な情報も隠さず報告し、その情報に基づいて事故の芽を摘み
取る努力が絶えず行われる文化

正義の文化 職場のルールを守る人が尊敬され、安全規則違反や不安全行動を
放置しない文化

柔軟な文化 状況に応じて柔軟に意思決定ができ、予測し得ない事態に直面した
場合でも、臨機応変に対応できる文化

学習する文化 過去に発生したエラーやミスなどの安全に関わる情報を学び、そこ
から組織にとって必要と思われる対策を講じることができる文化

文化A

文化B

文化C
融合

安全 業務
習慣

考え・意識・行動

◆安全への個人
の認識・意識

・参画意識
・危機意識

◆規則遵守行動

・モチベーション
・規則認識

活用促進の手法と
成功体験

◆安全施策

・教育訓練
・安全活動
・リーダーシップ

動機づけと
継続的ケア

動機づけと
継続的ケア

動機づけと
継続的ケア

◆安全に関する
情報共有

・受発信機能
・周知活動
・活用意識
・学ぶ文化

活用促進の手法と
必要性理解

◆想定外への対応
・ノウハウ スキル センスのフル活用

◆職場の従業員
の行動

・チームワーク
・コミュニケーション
・ストレス管理

◆組織風土

・マネジメント層
の意識
・管理職の
サポート
・人間関係

【図２】組織文化の融合イメージ

【表１】安全文化における四つの要素

【図３】安全文化を醸成していくための組織・個人の動機づけイメージ

インターリスク総研が一部改変し、チー
ムモチベーションと安全文化の考えを導
入したイメージを紹介する。チームモチ
ベーションとは、産業・組織心理学会に
て発表された高業績サイクルモデルをも
とに、組織と個人の双方に影響を与える
意識・行動因子を抽出し、強化取り組み
を行うことで組織力を向上させる考え方
をいう。

５．安全文化の醸成につな
がる四つの重要な要素

安全文化の醸成には、①コミュニケー
ション、②全従業員の積極的参加、③危
険を認識する能力の養成、④モチベー
ションの向上が重要な要素となる。

①コミュニケーション
安全文化を醸成するためには、職場の

良好な関係が基本となる。事故やリスク
情報を伝達・報告した場合に責任を問
われたり、その後の処理に労力を費やす
ことなどを避けようとして、不都合な情
報を従業員が隠蔽してしまうと、情報を

（出典：ジェームズ リーズン著『組織事故』（塩見 弘･佐相 邦英･高野 研一訳、日科技連、1999年）を基
にインターリスク総研が作成）
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吸い上げる仕組みがあっても全く機能し
なくなる。こういった組織では安全文化
を醸成、構築することは到底できない。
良好なコミュニケーションを図るには従
業員の声に耳を傾ける心がけが重要で
ある。

②全従業員の積極的参加
安全な職場を形成するためには、経営

トップが「安全をすべてに優先させる」と
いう安全に対する強い決意・方針を表明
する必要がある。経営トップが安全で働
きやすい職場環境を整備することにより
管理監督者だけでなく一般の従業員の
意識が変化していく、つまりトップダウン
とボトムアップのバランスがとれて、初め
て安全な職場風土が生まれてくる。

③危険を認識する能力の養成
企業が保有するリスクには、潜在リス

クと顕在リスクの２種類があり、これら
を認識する能力を従業員一人ひとりに対
して養成することが重要である。潜在リ
スク認識に対する有効な手法として、危
険予知活動、リスクアセスメント、安全
パトロール、教育・訓練がある。一方、顕
在リスク認識に対する手法として、実際
に同業他社で発生した、類似事故の直
接的要因やその背景を知り、学習する方
法がある。

④モチベーションの向上
モチベーションとは「動機づけ」、「意

欲（やる気）」と言われており、業務上の
モチベーションには、外発的動機づけと
内発的動機づけの２種類がある。外発
的動機づけには、褒美や罰がある。一
方、内発的動機づけには、職務において
高い成果をあげようとする達成動機づけ
や、そのことを周囲から認めてもらいた
いという承認動機づけなどがある。内発
的動機づけは、外発的動機づけに比べ
て効果があり、かつ持続しやすいといわ
れている。

　６．組織の安全文化を
評価する

安全文化の醸成を図るためには、現
状を把握し、「見える化」することが取
り組みの第一段階といえる。インターリ
スク総研は、企業の従業員がweb上で
アンケートに回答いただき、その結果を
分析して安全文化を評価するサービスを
提供している。組織の安全文化を評価
することにより、「経営層と担当者の意
識の差」だけでなく、「事業所毎の意識
の差」や「部門毎の意識の差」を客観的
な数値として把握できる。また組織内の
ギャップが、各項目でどうして起こってい
るのかを探ることにより、安全管理に対
する行動・組織体制の改善を図ることが
できる。

この評価システムは、組織および人に
内在する行動心理的側面、リスクマネジ

メント対応に必要な人材活用の状況など
を評価項目として、安全に対する組織・
人の取り組み実態を多角的な指標によっ
て把握することを目的としたものであ
る。これらの指標を活用し、よりよい安
全文化を運営していくための恒常的な強
化・改善の取り組みを行うことが重要で
あると考える。評価項目は、６つの“安全
機能”、および５つの“行動指標(安全文化
指標)” を基本設定としており、これらは
英国の安全文化の考え方を参考にし、日
本企業の実態に則して評価項目としたも
のである（表２、表３）。

また、インターリスク総研では６つの
“安全機能”、および５つの“行動指標(安
全文化指標)”に「チームワーク」や「組織
連携」、「モチベーション」、「人材活用」
に関する４項目を追加して計15項目を安
全文化の指標としている。　

さらに従業員自身の身の安全という観
点から、９つの安全衛生機能図４を評価

安全機能 機能の例

安全管理体制
◦管理の透明性がある
◦安全文化についてモニタリングの仕組みがあり実施されている
◦従業員が取り組みに参画する仕組みや習慣がある

安全意識づくりへの
取り組み

◦社内報告制度が活用されている
◦管理者と距離が近くアプローチが容易である
◦安全について調査したり改善したりする方法があり活用されて

いる
◦安全についての記録がとられており、活用されている

業務改善・変更管理

◦業務方法などの変更プロセスに従業員が参画できる
◦教育訓練がなされている
◦従業員のモチベーションの維持向上に努めている
◦業務における問題等がフィードバックされている

情報伝達
◦情報伝達や共有の仕組みが整備され活用されている
◦従業員に当事者意識がある
◦従業員の情報理解力の維持向上に努めている

取り組みの実施

◦安全対策に必要なリソースが配分されている
◦危機に際してとるべき優先的行動が明らかにされ、実行できるよう

になっている
◦全社的に効率性と安全性の優先性やバランスについて認識が共有

されている

事故対応
◦事故調査の仕組みがある
◦失敗に学ぶ文化がある
◦事故の対応や原因などがフィードバックされる仕組みがある

【表２】６つの“安全機能”
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安全文化

項目に追加し、組織としての安全意識・
行動をより広くとらえることも可能なシス
テムとなっている。これら機能や指標に
よって組織内部の管理・運営状況や従業
員の認識などを再評価し、その結果を現
状の安全対策や取り組みの改善・強化
に結びつけることで、より安全・安心な
職場環境の確保とともに、企業の顧客に
とっても安心・安全なサービスの提供を
図るための安全文化醸成につなげる第
一歩となる。

７．おわりに

東日本大震災発生後、災害に対する
「想定外」という言葉は、今の社会の中
では認められなくなってきている。当然
ながら企業がオペレーションする事業に
対しては、「事故」の未然防止が必須で

【図4】９つの安全衛生機能

ある。そのためには「安全文化」を醸成
していくことが重要であり、企業が社会
から求められていることである。前項の
安全評価・分析は、経営層にとって非常
に有益な情報を提供でき、この情報を基
にして、組織の体質、会社の組織風土を
変えていくことが、事故を防止する手段
として非常に重要である。本稿が企業の
安全文化醸成、推進の一助となれば幸
いである。

以上
　

行動側面 指標の意味

リーダーシップ 経営によって目標が明確にされており、結果に対し責任を持ち、
社内周知において積極的に行動を行う。

学ぶ文化 事故やトラブルから教訓を学び、オープンな環境で幅広く活用さ
れている。

従業員の参画 従業員が意思決定や計画の策定、改善提案等に参加できるよう
になっている。

双方コミュニケーション 組織の壁を越えて、課題や目標に対する議論の場が複数用意さ
れている。

責任への対応 事故に対する責任は組織が最終的に負い、原因究明は将来を見
据えた姿勢で臨む。

【表３】５つの“行動指標(安全文化指標)”

◦会社の安全衛生方針
◦事業所トップの安全衛生方針策定
◦安全衛生目標の設定
◦安全衛生管理規定の策定
◦安全衛生担当部署の明確化

◦権限と責任の明確化
◦安全衛生管理計画の策定
◦安全衛生委員会規定の策定
◦情報伝達の体系化
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１．はじめに　
〜太陽光発電の拡大を背景として〜

2012年7月に全量買取制度が開始され
てから１年余りの間に、太陽光発電を中心
として再生可能エネルギーの普及が進ん
でいる（RM FOCUS第43号「再生可能エ
ネルギー事業を巡る動向とポイント〜メガ
ソーラー事業を中心に〜」記事参照）。

制度開始から2013年5月末までに経済産
業省が設備認定の申請を受けた再生可能
エネルギー設備は2,237.2万kW（キロワッ
ト）だが、その９割以上を太陽光発電が占
めている（図１）。2012年度の調達価格の
適用を受けるために、駆け込みで年度内に
設備認定の申請を行ったケースが多く、産
業用（10kW以上）の太陽光発電について

この時点で実際に運転を開始している設
備は容量（キロワット）ベースで５％弱に過
ぎない。それにしても太陽光発電の普及状
況は、他の再生可能エネルギーに比較して
非常に出足が早い。

太陽光発電の場合、2,000kW程度の規
模ならば、半年から１年程度の期間で企画
立案から竣工までこぎつけることができ
る。一方で他の再生可能エネルギーについ
ては、基本的に中小水力発電で２〜３年、
風力発電で５年程度、地熱発電で７〜８年
を要するといわれている。そのため全量買
取制度の開始１年目で太陽光発電が先行
することは、政府の予想を上回るペースで
はあったものの、最初から予測されていた
ことであった。

2013年度になって、産業用太陽光発電
は電力買取単価が１kWh（キロワットア
ワー）あたり税抜き40円から36円に変更さ
れた。これは導入量の増加と価格競争に
よりシステム単価が下落したことに加え、
すでに多くの事業が立ち上がったために、
調達価格の見直しを行うに足る量の実績
データが集まったことによる。また特に北

海道に集中して太陽光発電が導入された
結果、道内の電力系統の容量が限界に近
づき、電力会社が発電事業者に対して出力
（発電）の抑制を要請しやすくするなどの
対応が検討されている。それ以外の地域
でも事業適地が減少し、これまで造成や
系統連系注１）などのコスト要因から多少敬
遠されていた土地が事業の検討対象とな
る例も見られるようになった。このように
条件が厳しくなる中で、太陽光発電事業は
立地選定、事業主体形成・資金調達、コス
ト削減、技術などにおいて一層の工夫が求
められるフェーズに移行しつつある。

その一方で他の再生可能エネルギーの
調達価格は、そもそも見直しに足るだけ
の実績データがまだ揃っておらず、制度
開始２年目も変更はなかった。そのため
太陽光発電事業が新たなフェーズに遷移
するにつれて、条件が変わらない他の再
生可能エネルギーに関心が向けられる可
能性は十分ある。また現在初期段階の取
り組みが運転開始に至って前例が増えれ
ば、太陽光発電事業の先例にならって事
業者、金融機関、自治体、メーカーなどが

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第一部　 環境グループ
主任コンサルタント　　  寺

て ら さ き

崎　康
こ う す け

介

【図１】2013年5月末時点における設備認定の申請状況
（出典：資源エネルギー庁『再エネ設備認定状況』2013年5月31日）

中小規模
産業用太陽光

（10kW～1000kW）
28.5%

全体
2,237.2万kW

中小規模産業用太陽光
（10kW～1000kW）

メガソーラー
（1000kW以上）

58.1%

メガソーラー
（1000kW以上）

風力発電
3.6%

風力発電

その他
3.0%

その他

住宅用太陽光
（10kW未満）

6.9%
住宅用太陽光
（10kW未満）
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各々の役割を有機的に果たすようになる
ことも考えられる。

上記の現状を踏まえて、本稿では再生可
能エネルギーのうち、特に中小水力発電に
焦点を当てた。

２．中小水力発電とは

⑴中小水力発電の定義

水力発電は、水の落差による水圧と流
速によって、水車でタービンを回して発電
を行う（図２）。

規模に関する明確な定義はないもの
の、一般的に表１のような区分がなされて
いる。全量買取制度では３万kW未満の
規模の水力発電が買い取り対象となって
おり、規模に応じて調達価格が定められ
ている。

なお、水力発電は発電量の変動が少な
いことが特徴で、基本的に設備利用率は
70〜90％であり、1,000kWの発電設備な
らばおよそ2,000戸分の発電量にあたると
される。ただし水利権による制約により、
季節による取水量の変動が大きいケース
などもあるため、必ずしもこの限りではな
い。一方で日照時間の制約がある太陽光
発電は、設備利用率が約12％程度であり、
1,000kWの発電設備で約300戸分の発電
量にとどまる。

⑵中小水力発電の方式

発電方式の区分には様々なものがある
が、設置場所で区分した場合は下記の通り
となる。

①河川：
ダム、堰

え ん て い

堤などの落差を利用
②用水路：

用水路の落差工注２）、急流工注２）など
の落差を利用

③上下水道：
上水道の減圧バルブによる水圧を利用
下水道などの放流箇所の落差を利用

さらに例として用水路のケースについて

述べると、構造面から大まかに水路式と
直接設置式に分けられる。水路式は堰

せ き

を
作って河川や用水路から取水した水を、水
路・水圧管路によってバイパスして落差を
稼ぐ（図３モデル①、②）。一方で直接設
置式は、水路内の落差工、堰

せ き

に水車と発
電機を直接設置する（図３モデル③）。

また水車の種類も様々なものが存在
し、流量や落差などを考慮して選定される
が、ここでは説明を割愛する。

⑶導入ポテンシャルおよび今後
の導入予測値

わが国では古くから水力発電の開発が

進んでおり、大規模な発電地点の大半は
開発済みである。次頁表２に示した通り、
政府の中長期的な導入予測量によれば、
一般（大規模）水力発電は今後ともほとん
ど増加せず、中小水力発電が2030年まで
に約300万kW増加すると見込んでいる。

規模ごとの導入可能ポテンシャルにつ
いてみると、設備容量（kW）ベースでは
1,000〜5,000kWの規模についてポテン
シャルが高いが、地点数ベースでは500kW
未満の規模でポテンシャルが高い（次頁 
図４、図５）。

　

【表１】中小水力発電の規模による区分と調達価格

（出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構『マイクロ水力発電導入ガイドブック』2003年3月）

再生可能エネルギー

【図２】水力発電のしくみ
（出典：経済産業省、資源エネルギー庁、（財）新エネルギー財団『ハイドロバレー計画ハンドブック』2005
年3月）

【図３】用水路における小水力設備設置のモデル例
（出典：石川県『農業用水を活用した小水力発電導入の手引き』2013年3月）

水力 1,000kW以上30,000kW未満 200kW以上1,000kW未満 200kW未満

一般的な
区分

1,000kw 100kW

調達価格 25.2円 30.45円 35.7円

調達期間 20年間

中水力 小水力 ミニ水力 マイクロ水力
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３．中小水力発電事業の
フロー

⑴発電事業の実施フロー

一般的な中小水力発電事業のフローを
図６に示す。候補地選定や事業性評価の
ための基本調査、水利権をはじめとする権
利関係の合意形成および申請手続き、水
量や落差に応じた個別の設計および水車
製作に時間を要する。

以下、いくつかのポイントを取り上げる。
　　　

⑵許可申請

①河川法（水利権）に関する手続き
河川の流水は公共の資産であるため、こ

れを占用する場合には河川管理者から水
利権の許可を得なければならない。2013
年4月1日に施行された改正河川法施行令
によって、許可権の一部が地方自治体に委
譲され、1,000kW未満の水力発電について
は手続きが簡素化された（図７）。

また河川から取水した水を直接、発電
に利用する場合は通常の手続きが必要と
なるが、かんがい、工業用などの目的で既
に水利権が設定され、用水路に引かれて
いる流水を発電に転用する場合は「従属
発電」として手続きが緩和される。具体的
には河川流量の確認資料、発電施設の構
造計算書や設計書、関係河川使用者の同
意書などの書類が不要になる。また2013
年6月に水防法および河川法が改正され、
従属発電については許可制ではなく登録
制に変更になった。これによってこれまで
許可手続きに約５カ月を要していた所要期
間が、約１カ月に短縮される。これら手続
きの簡略化は図られているものの、いずれ
にせよ外部の発電事業者による従属発電
は、土地改良区注4）などの従属元の水利権
主体および管理主体との合意形成があっ
て初めて成立するわけであって、両者との
関係構築の努力とノウハウが求められる
（図8）。

一方、農業用水は非かんがい期（冬
季）の許可流量が少量であることが多
く、非かんがい期の発電量に制約が生じ
る場合があることを念頭に置かなければ
ならない。

【図４】既設控除注３）の中小水力発電導入ポテンシャル（農業用水路）
（出典：環境省『平成22年度　再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書』2011年3月）

【図５】既設控除注３）の中小水力発電導入ポテンシャル（河川部）
（出典：環境省『平成23年度　再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書』2012年6月）

【表２】小水力発電　今後の導入予測値

（出典：資源エネルギー庁「再生可能エネルギーを巡る現状と課題」2012年10月12日）

2010年（実績） 2030年

設備容量（万kW） 発電電力量（億kWh） 設備容量（万kW） 発電電力量（億kWh）

水力 2,073 809 2,378 1,095

内
訳

一般水力 1,118 441 1,178 464

中小水力 955 332 1,200 631

合計設備容量（万kW） 合計地点数
19.9 128

合計設備容量（万kW） 合計地点数
289 2,074
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また、かんがい用水利権は河川法施行
以前から慣習的に続く慣行水利権が圧倒
的に多い。慣行水利権は権利の内容が明
確でなく、取水量の測定や報告が行われて
いない。そのため、慣行水利権を許可水利
権に変更した上で従属発電を行うか、従属
発電ではなく通常の発電として水利権の
許可申請手続きを行う必要がある。いずれ
にしても流量データを新たに測定する必
要が生じるため、発電事業を検討する際の
ボトルネックとなっている。本来、水利権
の申請には10年分の流況データが必要に
なるが、慣行水利権に関しては１年間の流
量調査によって短期間の許可申請が行え
る場合があり、その後に事業を進めながら
測定を継続し、水利権を更新していく方法
が採られる注5）。

農地通過後の落ち水、排水、浄水処理
後の上水道、工場の施設内部の水などに
ついては、基本的に河川区域内でなけれ
ば許可は不要である。

②その他
出力規模やダムの有無によって、電気事

業法に基づいて電気主任技術者やダム水
路主任技術者の選任、保安規定や工事計画
の届け出が求められる。また太陽光発電事

【図６】中小水力発電事業（数百kWレベル）のフロー
（参考：経済産業省調達価格等検討委員会『平成25年度調達価格検討用基礎資料』2013年1月21日、経済産業省、
資源エネルギー庁、（財）新エネルギー財団『ハイドロバレー計画ハンドブック』2005年3月）

【図７】一級河川指定区間における発電用水利使用許可権限の変更
（出典：国土交通省『小水力発電普及への取り組み』2013年4月5日）

【図８】小水力発電の水利使用許可
（出典：国土交通省『小水力発電普及への取り組み』2013年4月5日）

再生可能エネルギー
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１）太陽光発電や中小水力発電設備を電力会社
の送配電系統に接続し、運用すること

２）急勾配の箇所で、急な流れを緩やかなものに調
整するため、床止め（川の床をコンクリート等で
固める構造物）等を設け階段状の落差をつけ
ること

３）既に開発済みの水力発電所の発電量は控除
している

4）土地改良法に基づいて土地改良事業を施行す
ることを目的として設立された法人

5）国土交通省『小水力発電を行うための水利使
用の許可申請ガイドブック』2011年3月より

注）

業と同様に、電力会社への系統連系、経済
産業局への全量買取制度の設備認定申請
に向けた手続きも行わなければならない。

農業用水路などの土地改良施設を利用
する場合、土地改良法に基づく多目的使
用および改築追加工事の許可が必要とな
る。その他、立地場所や規模が農地法、森
林法、国土利用計画法、自然公園法などの
法律や条例に該当すれば、それに応じた
手続きを要する。

⑶主体形成

農業用水路を例に取ると、土地改良区、
自治体、農協、民間事業者などが事業主
体となることが想定される。新たに主体と
なる法人を立ち上げる場合もある。民間事
業者の関与は、自らが発電事業者となり土
地改良区に水路使用料・管理料を支払う
ケース、土地改良区などが発電事業者とな
り発電施設の運用管理を受託するケース
などが考えられる。

土地改良区が主体となった場合、土地
改良事業の補助制度を活用できるが、売
電収入は発電施設の運転経費、土地改良
区が管理する土地改良施設全体の維持管
理費への充当に用途が限られる。

一般的に発電事業者は、発電施設の建

設および運用管理の能力、ファイナンス
能力が不足していることが多く、専門事業
者、金融機関、自治体などと連携して、適
切な体制構築を行うことが重要である。

４．補助金制度

2012年3月に閣議決定された土地改良長
期計画では、「農業水利施設を活用した小
水力発電等の導入に向けた計画策定を平
成28年度までに約1,000地域で着手する」と
されており、政府はハード、ソフト両面で補
助・支援事業を実施している（表３）。

農林水産省の「小水力等再生可能エネ
ルギー導入推進事業」では、都道府県単
位でポテンシャルの高い地点を明らかにす
る都道府県別マスタープランの策定支援、
個別発電事業の調査設計に対する補助金
などの施策を講じている。また経済産業省
も「小水力発電導入促進モデル事業」の中
で、発電事業者が行う事業性評価調査の
補助を行っている。このような事業検討の
初期段階で必要となるソフト面の補助が、
新規事業を検討するハードルを下げること
が期待される。

5．おわりに

小水力発電事業を巡っては、緩和はされ
つつあるものの依然として残る水利権等
の規制、設計や水車製作、運用管理の技
術を有する企業の不足、金融機関のノウハ
ウがまだ蓄積されていないため資金調達
が難しいことなどが課題として挙げられ
る。しかしながら官民を挙げて、事例の創
出とキャパシティビルディングに努めるこ
とで、これらの課題が解消されていくこと
が期待される。

以上

【表３】2013年度　農林水産省農村振興局の主な助成制度

（出典：全国土地改良事業団体連合会「農業用水を利用した小水力発電＞主な助成制度と実施例」<http://www.inakajin.or.jp/03shinkou/
shousuiryoku/menu05.html>　（最終アクセス2013年8月15日））

事業種類 対象施設 事業主体 補助率 助成の内容・条件 備考

１．ハード事業

かんがい排水事業等の
土地改良事業

小水力・太陽光等発
電施設

●国、都道府県等 ●国営事業２／３ほか
●県営事業１／２ほか

●農業水利施設の整備と一体的に、土地改良施設に
電力を供給する発電施設を整備

発電施設の単独整備
は不可

農山漁村地域整備交
付金のうち地域用水環
境整備事業

小水力発電施設 ●都道府県、市町村、
土地改良区等

●１／２ほか ●土地改良施設、農林水産省の助成対象の農業施設
や公的施設に電力を供給する発電施設を整備

●小水力発電整備事業計画が作成されていること

農山漁村地域整備交
付金のうち集落基盤整
備事業

小水力・太陽光等発
電施設

●都道府県、市町村、
農協、土地改良区等

●１／２ほか ●農林水産省に係る助成又は融資の対象となってい
る施設に電力を供給する発電施設を整備

●農村振興整備事業計画が作成されていること

発電施設の単独整備
は不可

農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金の
うち自然・資源活用施
設

小水力・太陽光等発
電施設

●都道府県、市町村、
農協、土地改良区等

●１／２ほか ●農林水産業に係る共同利用施設に電力を供給する
発電施設を整備

●活性化計画への位置付けが必要

２．ソフト事業

小水力等再生可能エネ
ルギー導入推進事業

（旧小水力等農村地域
資源利活用促進事業）

小水力・太陽光等発
電施設

●都道府県、市町村、
協議会、土地改良区
等

●定額 ●農業水利施設を活用した小水力発電の導入の円滑
化を図るため、調査・設計等を支援

基本設計は1/2補助

農山漁村地域整備交
付金のうち地域用水環
境整備事業

小水力発電施設 ●都道府県 ●１／２ ●小水力発電施設設置に係る経済性の検討

再生可能エネルギー
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連載 全4回　アグリビジネス
い
ま
、
注
目
さ
れ
る
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〜
第
２
回 

”攻
め
“
と
”守
り
“
の
経
営
〜

１．はじめに

第１回（前号）では、「農業政策・農業
を取り巻く現状」、「農業の活性化策」な
ど、アグリビジネスの背景・経緯を中心に
お伝えした。2009年の農地法改正によっ
て、企業にも１次産業における活躍の場が
生まれ、農商工連携や６次産業化によっ
て、事業拡大や経営の多角化を実現する
ことが可能となった。

この前回の内容をふまえ、第2回（今
号）では、アグリビジネスには事業経営の
“攻”・“守”両方への対応策が必要である
ことをお伝えしていきたい。まず、２次・
３次産業からの農業参入方法や参入にあ
たっての法的規制、参入状況についてふ

れた後、農業法人の形態ごとにみた６次
産業化の現状を説明する。そのうえで、
“攻め”の経営として、６次産業化の展開方
法とそのメリットをご紹介する。そして、
“守り”の経営の要である、「リスクマネジ
メント」を導入することの重要性について
解説する。

２．１次産業参入への流れ

2009年の改正農地法によって企業が農
業に参入（異業種参入）しやすくなったこ
とで、法人数が大幅に増加している。また
同法により、これまで認められていなかっ
た「農業生産法人以外の法人等による農
地の借り入れ」が可能となり、法人は一定
の要件を満たせば全国各地で農業に参入
することができるようになった。

　
⑴一般農業法人、農業生産法人

の増加

農業法人とは、農業を営む法人の総称
であり、法人形態としては「会社法人」と
「農事組合法人」がある。また参入形態
は、農地の利用有無や取得有無等により
「一般農業法人」と「農業生産法人」に
大きく分けることができる（詳細は後述
⑵①表１）。一般農業法人・農業生産法人
ともに、参入数は年々増加している。特に
一般農業法人は、約３年間で1,000法人
以上が新規で参入しており、食品関連企

業の伸びが最も大きい。また、農業生産
法人については、農地法改正前後におい
て法人数が大幅に増加したこともあり、
すでに参入法人数が12,000法人を超えて
いる。

　
①一般農業法人の参入（約3年間で1,000

法人以上が新規で参入）
農林水産省経営局の調査によれば、

2009年改正農地法施行後約３年（2012
年12月末時点）で、新たに1,071法人（うち
671法人は株式会社）が参入している。こ
れは農地法改正前の約５倍の参入ペース
（改正農地法施行前は約６年半で436法
人）である。特に直近２年の、株式会社と
しての参入法人数の増加が大きい。参入
数が飛躍的に増加した背景には、前述の
とおり農地法改正により農地の権利取得
規制が一定緩和され、貸借であれば企業
やNPO法人などの一般法人が全国どこ
でも自由に参加できるようになったこと
がある。

また、業務形態別にみた場合、食品関
連企業が最も多く（270法人、約25%）、
次いで農業・畜産業（162法人、約15%）、
建設業（144法人、約13%）が多い（次頁
図１）。営農作物別にみると、約半数の参
入法人が野菜（492法人、約46%）を主に
扱っている（次頁図２）。

②農業生産法人の参入（2012年1月1日時
点で12,817法人）
農地法改正前後で、法人数が大幅に

増加した。農林水産省経営局の調査に
よれば、農業生産法人数は2012年1月1

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第一部　ERMグループ
主任コンサルタント　 依

よ だ

田　麻
ま い こ

衣子

第2回



30　RMFOCUS Vol.47

日時点で12,817法人にものぼる。営農類
型別にみると、主たる作物（粗収益の
50%以上を占める作物）として米麦が最
も多く（4,769法人、約37%）、次いで畜
産（2,464法人、約19%）、野菜（2,336法
人、約18%）と続く（図３）。

⑵参入までの流れ（農業の法人
形態・参入形態の決定、法人設
立手続き、農地の取得方法）

前述のとおり、２次・３次産業が１次産
業へ参入するケースが増加している。参入
までの流れにおいてポイントとなるのは、

①農業の法人形態と参入形態の決定、②
法人を設立するための手続き、③農地法
等に基づいた農地の取得（売買または貸
借）、の三つである。

以下、参入方法について代表的なもの
をご紹介する。実際に農業法人の設立を
目指す場合には、各自治体の担当窓口や
市町村農業委員会などに詳細をご相談い
ただきたい。

　　
①法人形態（会社法人と農事組合法人）

と参入形態（一般農業法人と農業生産
法人）の決定
まず、法人形態と参入形態について考

える。法人形態としては、「会社法人」も
しくは「農事組合法人」のいずれかの形
態をとることとなる。特に２次・３次産業
の企業が１次産業へ参入する（異業種参
入する）場合の参入形態は、農地の利用
有無や取得有無等により「一般農業法
人」と「農業生産法人」に大きく分けるこ
とができる。企業の参入方法としては、
大きく三つの方法（ⅰ企業がそのままの
状態（一般農業法人）で直接参入、企業
が形態を変えて参入するⅱ農業生産法
人設立による参入、またはⅲ出資等によ
る既存の農業生産法人への参画）がある
（次頁表１）。

一般農業法人の場合は、農業生産法人
の要件を満たさなくても１次産業に参入す
ることができ、それぞれに合った参入形態
を選択していくことが求められる。

また、農業生産法人（表１、太枠部分）
は“農業経営を行うために農地を取得で
きる法人”であり、一定の要件を満たさな
ければならないことが定められている。

法人形態と参入形態決定に際してのポ
イントとしては、以下の３点がある。
・農地を利用しない事業を営む場合は、

一般農業法人でなければならない（農
業生産法人ではない）。

・株式会社が農業を営むにあたって、
「農業生産法人」である必要はない

・２次・３次産業の企業が参入する（異
業種参入する）場合には、当該株式会
社は公開会社でもよい（このとき、一
般農業法人ではあるが、農業生産法人
ではない）
　

その他
（サービス業他）

20.6％ 食品関連産業
25.2%

農業・畜産業
15.1%

建設業
13.4％

製造業 5.2％
その他卸売・小売業 5.8％

特定非営利活動
（NPO法人）
11.4％

医療・福祉・教育
（医療・社会福祉・学校法人）

3.2％

その他
17.8％

米麦
37.2％

畜産
19.2％

野菜
18.2％

果樹 7.5％

その他 0.7％

野菜
45.9%

複合
18.6%

米麦等
17.1%

果樹
8.6%

工芸作物
3.9%

花き 2.8%
畜産（飼料用作物） 2.3％

【図１】参入法人数（n=1,071）　業務形態別［内訳］
（農林水産省HP掲載資料に基づき、インターリスク総研にて作成）

【図2】参入法人数（n=1,071）　営農作物別［内訳］
（農林水産省HP掲載資料に基づき、インターリスク総研にて作成）

【図3】参入法人数（n=12,817）　営農類型別［内訳］
（農林水産省HP掲載資料に基づき、インターリスク総研にて作成）
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②法人を設立するための手続き（事前準備
から諸官庁への届出まで）
次に、法人を設立するまでの流れを見

ていきたい。法人を設立するためには、
「事前準備（事前調査）→定款の作成→
定款の認証（ただし、農事組合法人は不
要）→出資の履行→設立時役員等の選任
→設立時取締役の調査→設立時代表取
締役の選定（ただし、取締役会設置会社
の場合のみ）→設立登記→知事への届出
→諸官庁への届出」という手続きが必要
となる。

一般的に、図４に示した手続きを行う。

③農地の取得（農地法または農業経営基盤
強化促進法に基づく取得）
最後に、農地取得（売買または貸借）

についてである。農地を取得するには、ⅰ
「農業委員会等の許可を受けて原則無
期限で取得する方法（農地法に基づく場
合）」と、ⅱ「市町村が定める『農用地利
用集積計画』により期限付きで権利を設
定・移転する方法（農業経営基盤強化促
進法に基づく場合）」のいずれかの方法を
とらなければならない。

　

アグリビジネス

法人形態 参入形態 農地法
適用有無

農地の
利用権 要件[根拠条文]

形態 内容 形態 方法 内容

農
業
法
人

会
社
法
人

農業生産法人以外の法人
◦一般の株式会社（公開会

社でもよい）
◦有限会社
◦持 分（合 同・合 資・合

名）会社

一
般
農
業
法
人

 ⅰ 
一 般 法 人のま
ま直接参入

農地の取得の必要がない事業
を営む場合
例：植物工場（水耕栽培）事
業、農作業受託事業　等

なし

農地の取得の必要がある場合
使用貸借契約もしくは賃貸借
契約を結ぶことで、農地等の
利用権の取得が認められる

あり 所有×
貸借○

[農地法3条3項]
主な要件は下記のとおり
①農地を適正に利用しない場合

の賃借解除条件付契約
②現地との連携
③１人以上の役員が、常時耕作

または養畜の事業に従事

公開会社でない株式会社
有限会社
持分（合同・合資・合名）
会社 農

業
生
産
法
人

ⅱ
設立

農地を活用した農業を営むこ
とを前提とする

あり 所有○
貸借○

[農地法2条3項]
主な要件は下記のとおり
①事業
②構成員
③役員

農
事
組
合
法
人

農業経営を営む法人
ⅲ
出 資 等 に よる
参画

例：
６次産業
A-FIVE（農林漁業成長産業
化ファンド）
農商工連携

共同利用施設等の設置を
行う法人

【表１】農業法人の法人形態と参入形態

【図4】法人設立手続き （出典：農林水産省「法人の設立手続」）

事前準備 （発起人）
◦基本的事項（組織形態、資本金、事業内容、資産の引継等）の決定
◦法務局で同一本店所在地に同一の商号の会社があるかどうか調査

定款の作成 ◦目的、商号、本店所在地、出資財産の価額の最低額、発起人の氏名又は名称
及び住所（原始定款の絶対的記載事項）等を規定

※株式会社の農業生産法人の場合は、株式の譲渡制限の定めが必要

定款の認証 ◦公証人による定款の認証　　※農事組合法人は定款認証は不要

出資の履行 ◦発起人は、設立時発行株式の引受け後遅滞なく、当該設立時発行株式につ
き、その出資に係る金銭の全額を払込み、又は金銭以外の財産の全部を給付

設立時役員等の選任 ◦発起人は、出資の履行完了後遅滞なく、設立時取締役を選任
◦監査役設置会社等の場合、監査役等を選任
◦設立時役員等の選任は、発起人の議決権の過半数をもって決定
※農事組合法人は発起人が理事を選任したときは、その事務を理事に引き継ぐ

設立時取締役の調査 ◦設立時取締役は、出資の履行の完了や設立手続の法令又は定款への違反の
有無等を調査

設立時代表取締役の選定 ◦取締役会設置会社は、設立時代表取締役を選定（設立時取締役の過半数の
決定）

設立登記 ◦設立登記は、設立時取締役の調査終了日又は発起人が定めた日のいずれか
遅い日から２週間以内に行う。

※農事組合法人は発起人が役員を選任した日や出資の払込日から２週間以内

知事への届出 ※農事組合法人のみ必要（成立から２週間以内）

諸官庁への届出 税務署、都道府県税事務所、市町村役場（税務・国民年金）、労働基準監督署（雇
用保険、労災保険）、年金事務所（健康保険、厚生年金）など

（インターリスク総研にて作成）
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３．“攻め”の経営—６次産業化
の展開方法は「垂直展開」と
「水平展開」の二つがある

６次産業化を実現することによるメ
リットを考えるためには、「垂直展開」と
「水平展開」という二つの展開方法から
整理していくとわかりやすい。ここでは
「垂直展開」による展開方法を、“既存の
技術・ノウハウやブランドを使って、本業
とその周辺の分野・領域をさらに深化さ
せていくこと”と定義する。また他方で、
「水平展開」による展開方法を、“既存の
技術・ノウハウやブランドを、他の分野・
領域に対して活用する（転用する）こと”
と定義する。

特に２次・３次産業が１次産業へ参入
する場合、本業と農業との関わりの有無
によって、展開方法とそのメリットが異な
る。本業でもともと農業との関わりのあ
る食品関連事業では、「垂直展開」で得
られるメリット（例：品質が確保できる
等）が大きいが、本業において農業との
関わりがあまりない業種に関しては、「水
平展開」で得られるメリット（例：本業で
の管理工程を転用する等）が大きい。そ
して、１次産業が２次・３次産業へ参入す
る場合は、経営の伸張拡大化・積層化と
いう点をふまえ「垂直展開」で得られるメ
リット（例：収益機会の拡大、廃棄率の
抑制等）が大きい（表２）。

　　

⑴２次・３次産業が１次産業へ参
入する場合

食品関連事業を本業としているか、食品
関連以外の事業（異業種）を本業としてい
るかによって、１次産業に参入する目的や
展開方法とそのメリットは異なってくる。

①食品関連事業を本業とする場合のメリッ
トは「垂直展開」から考える
もともと農林水産物と関わりのある業

種であるため、１次産業へ参入する大きな
目的は、「本業支援・強化」であるといえ
る。垂直展開の場合、経営面からみると規
模のメリットによる生産性やブランド力向
上等による単価の改善がメリットとして挙
げられる。また、生産物（製品）面からみ
ると、安定した調達によって品薄期が解消
されること、確実なトレーサビリティーに
より自らの手で食の「安全・安心」を確保
できることがメリットとして考えられる。

②食品関連以外の事業を本業とする場合
のメリットは「水平展開」から考える
もともと１次産業との関わりがあまりな

いため、「水平展開」によるメリットを中心
に考える。例えば製造業などにおいては、
培った技術・ノウハウ（品質管理、生産管
理、在庫管理など）を活用し、植物工場を
運営している企業も現れている。

⑵１次産業が２次・３次産業へ参
入する場合のメリットは「垂直
展開」から考える

１次産業が他産業へ参入する際には、
「垂直展開」によるメリットを中心に考え
る。経営面からみた場合、収益機会が拡
大すること、他事業を行うことにより農業
特有の閑散期が補完され、継続的な雇用
を実現すること等がメリットである。また
生産物（製品）面からみた場合、安定的な
販売先・価格を確保できること、生産から
流通までの中間コストを省けること、規格
外品を活用することで廃棄率を抑えられ
ること、などがメリットとして挙げられる。

特に「規格外品の活用」に関しては、味
は規格品と変わらないが生産量が足りな
い・形がふぞろいなどの理由でそのままで
は出荷できない場合でも、直売する・他の

食品関連事業
⇒１次産業

食品関連事業以外
⇒１次産業

１次産業
⇒２次・３次産業

展開方法 垂直展開 水平展開 垂直展開

展開方法に
基づくメリット

[経営]
・規模のメリット
（生産効率）
・ブランド力向上
（単価改善）
・雇用確保
[生産物（製品）]
・品質確保
（トレーサビリティー）
・安定的な調達
（品薄期の解消）
・理想の品質
（食の安全・安心）

・本業で培った品質管
理、生産管理、在庫管
理等の技術が転用で
きる

・多角化が図れる
・閑散期の補完

[経営]
・収益機会の拡大
・雇用確保
（閑散期の補完）
[生産物(製品)]
・販売先確保
・販売価格の安定
・生産、加工、流通の効

率化
（中間コストの抑制、時

間の短縮）
・廃棄率の抑制
（規格外品の活用）

ⅰ原則無期限で取得する方法（農地法に
基づく場合）
手続きとしては、『農地所有者と貸借契

約を締結→農業委員会に対し権利設定の
許可申請書を提出→農業委員会にて権利
移動の可否を判断→（一般法人の貸借を
許可する場合は市町村長からの意見→）
農業委員会から許可通知』というフローと
なる。

なお、契約期限が到来しても貸し手・借
り手双方による解約の合意がない限り、原
則賃貸借は解約されない（農地法の法定
更新）。

　
ⅱ期限付きで権利を設定・移転する方法（農

業経営基盤強化促進法に基づく場合）
手続きとしては、『市町村に利用権設定

の申し出を行う→市町村にて、農用地利
用集積計画書を作成→農業委員会の決定
→公告・利用権設定の効力発生』というフ
ローとなる。

この場合、賃貸借の期間が満了すると
自動的に賃借権は解約される（農地法
の法定更新の規定は適用されない）。な
お、農地の貸し手と借り手双方が継続し
て賃貸借を希望する場合は、市町村が
再度、農用地利用集積計画を作成・公告
することにより再設定することが可能で
ある。

（インターリスク総研にて作成）

【表２】６次産業化の展開方法とそのメリット
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1）農林水産省<http://www.maff.go.jp/
index.html>(最終アクセス2013年9月2日)

2）農林水産省>各農政局<http://www.
maff.go.jp/j/org/outline/dial/kyoku.
html>(最終アクセス2013年9月2日)

3）農 林 水産省「農 業 等 の農 業参入につい
て」<http://www.maff.go.jp/j/keiei/
koukai/sannyu/k igyou_ sannyu.
html>(最終アクセス2013年9月2日)

4）経済産業省「農商工連携」
<http: //www.met i .go. jp/po l icy/
l o ca l _ economy/n ipp onsa ikoh/
nipponsaikohnoushoukou.htm>(最終ア
クセス2013年9月2日)

5）経済産業省＞審議会・研究会等＞中小企
業・地域経済産業<http://www.meti.
go.jp/committee/kenkyukai/sme_
chiiki.html>(最終アクセス2013年9月2日)

6）経済産業省＞経済産業局・産業保安監督部
<http://www.meti.go.jp/intro/data/
a240001j.html>(最終アクセス2013年9
月2日)

■参考文献・資料等

ものに加工することで、販売機会を増やす
ことが可能となる。ジャム・ドレッシングや
缶詰といった加工品にすること、染料とし
て使用すること、などが具体的な手段の一
つである。

４．「リスクマネジメント」
によって“守り”の経営
を実現する

リスクマネジメント（ＲＭ）とは、「事業
を取り巻く様々なリスクを予見し、そのリ
スクがもたらす損失を予防するための対
策や、損害が発生した場合の事後処理対
策などを、効果的・効率的に講じることに
よって、事業の継続・安定的発展を確保し
ていくこと」である。リスクマネジメントは
事業を継続・発展していくためのもので、
「倒産しない」ことを目的としている。

つまり、経営管理の手法として「リスク
マネジメント」は欠かせない。

以下、二つの事例を見ていきたい。

⑴生産量が計画を下回れば、事
業継続は難しい

例えば「生産技術」を考えると、生産技
術が追いつかなければ、当初計画していた
生産量を下回る。天候不順や台風などの
自然災害に遭えば、想定していた生産・調
達量を確保できなかったり、生産量・調達
量は確保できたとしても安定した品質の維
持ができないおそれがある（図5）。

⑵利益を生まなければ、事業継
続は難しい

例えば輸送中の事故などによって原材
料の供給が途絶してしまえば、そもそも生
産ができなくなってしまう。また、過大投
資によりイニシャルコストが回収できず黒
字化しないことも想定される。特に２次・
３次産業においては、食中毒や異物混入
といった製造プロセスの欠陥・瑕疵があっ
た場合には、事業経営上、重大な影響を受
ける。製品の回収のための費用の発生、人
的な健康被害を及ぼした場合の損害賠償
金の発生、販売停止による売り上げの減少

などに加え、資金の枯渇・調達困難も重な
れば、倒産せざるを得ないケースに発展す
ることもある（図6）。

以上のように、アグリビジネスにおいて
も事業を継続していくためには、“攻め”の
経営だけではなく、その土台・基礎を盤
石なものにするための“守り”の経営である
「リスクマネジメント」が大変重要な役割
を果たす。

５．おわりに

今回は、新たな事業展開を行うとき、そ
こには新しいリスクが生まれることに重点
を置いて、アグリビジネスに必要な“攻め”
の経営と“守り”の経営について解説した。

次号では、今回ご紹介した『リスクマネジ
メント（RM）』に焦点を当て、１次産業から
２・３次産業へ参入する場合、２次・３次産
業から１次産業へ参入する場合の「リスク
マネジメントのあり方（想定されるトラブル
と対応策）」について考えていきたい。

　
　以上↑

生産

→年数

天候不順、自然災害、獣害・害虫

生産技術（の停滞）

計画

市況の悪化

↑
利益

→年数

食中毒、製造プロセスの欠陥・瑕疵、火災・爆発

過大投資

原材料の供給途絶、輸送中の事故

風評

為替変動

計画

【図5】リスクが生産に与える影響（イメージ）　　　　（インターリスク総研にて作成）

【図6】リスクが利益に与える影響（イメージ）　　　　（インターリスク総研にて作成）

アグリビジネス
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株式会社インターリスク総研
RMFOCUS編集部本情報はマスコミでの報道等をベースに編集しています。

対象期間 ： 2013年6月〜8月

火災・爆発

●京都・福知山の花火大会で露店爆発、3人
死亡
8月15日午後7時半ごろ、京都府福知山市の

由良川河川敷で、花火大会の開始直前に露店
で爆発が起こった。爆発は２度にわたり発生
し、露店３棟が燃えたほか、60人が重軽傷を
負った。このうち、全身にやけどを負って重体と
なった３名が死亡した。18人は重傷だという。
露店は川沿いの通路の両脇に数十店並び、見
物客で混雑する中、爆発音とともに火柱と黒
煙が上がり、３店が炎上、倒壊した。

花火打ち上げ約１分前の１回目の爆発は、火
元とみられるベビーカステラ店の店主が自家
発電機に給油しようとした際、ガソリンの携行
缶の内圧を下げる処置をしなかったためガソ
リンが吹き出し、気化したガソリンに引火し爆
発したとみられている。２回目は自家発電機の
燃料タンクの蓋が開いたままだったため、最初
の爆発で起きた炎が発電機に迫り、タンク内
のガソリンに引火したらしい。

花火大会は毎年8月15日に実施。地元のほ
か大阪、兵庫からも観光客が訪れ、昨年の入
場者は約11万人だった。今年は約350の露店が
出ていたという。午後7時半から約１時間半で
約６千発の花火を打ち上げる予定だった。

風水雪災・豪雨・竜巻

●特別警報クラスの豪雨４件発生、13人死
亡・不明
今夏、「特別警報」相当の豪雨が４件発生、計

13人の死者・行方不明者が出た。「特別警報」
は、数十年に１度の豪雨や暴風、豪雪などが予
想され、広範囲で甚大な被害が出る恐れがあ
る場合に気象庁が発表するもので、8月30日か
ら運用が始まった。運用開始に先立ち、気象庁
は次の４件を「特別警報相当」と発表した。

日本海側に暖かく湿った空気が流れ込み、
日本海の寒冷低気圧がこの流れ込む空気の
進路を阻んだ。さらに上空に北から寒気が入
り込んだ。このため、大気の状態が不安定に
なり、強い上昇気流を生んで積乱雲を発達さ
せ、島根、山口両県で7月28日、猛烈な雨が降っ
た。両県の一部で記録的な雨量となり、土砂
崩れによる家屋の倒壊や河川の氾濫による住
宅の流出などの被害が発生した。山口県萩市
で男女２人が死亡したほか、萩市と島根県津

和野町で２人が行方不明になった。全半壊住
宅は126棟となった（①山口・島根県豪雨）。

東北北部は8月9日、局地的な豪雨に見舞わ
れ、土砂崩れや住宅への浸水が相次いだ。太
平洋高気圧の縁を回るようにして日本海から
流れ込んだ温かく湿った空気が奥羽山脈にぶ
つかるなどのきっかけで上昇して冷やされ、
積乱雲が発達した。岩手県では土砂崩れな
どで男女２人が死亡した。全半壊住宅は58棟
（②岩手県豪雨）。秋田県仙北市では土石流
で男女６人が死亡した。山腹における深層崩
壊の可能性がある。全半壊住宅は19棟に上っ
た（③秋田県豪雨）。

山陰沖から北陸に延びる前線の活動が活発
となり、8月24日午前、島根県西部を中心に記
録的な大雨が降った。土砂崩れや床上・床下
浸水が相次ぎ、１人が行方不明になった。全半
壊住宅は9棟に上った（④島根県豪雨）。

自動車・鉄道・船舶・航空機等事故

●カナダで原油輸送列車が爆発、47人死亡
カナダ・ケベック州の米国境付近の町ラッ

ク・メガンティックで7月6日未明（現地時間）、
原油を輸送していた貨物列車が無人の状態で
暴走し、カーブで一部の車両が脱線、タンク車
に積まれていた原油に引火して爆発・炎上し
た。町の繁華街に火災が広がり、47人が死亡し
た。週末でにぎわっていた音楽カフェや図書館
を含む約30棟の建物が焼け、町の人口約６千
人のうち約２千人が避難した。

事故を起こした貨物列車は73両編成で、5両
の機関車が68両のタンク車を牽引していた。タ
ンク車には１両あたり約11万3,000リットルの原
油が満載されていた。列車は原油を米国のノー
スダコタ州からカナダのニューブランズウィッ
ク州の製油所に輸送する予定だった。5日23時
半ごろ、列車は事故現場から約11km西方のナ
ントに、乗員の交代のため停車した。停車後、
宿泊のため車両を離れた作業員がブレーキを
しっかりかけなかったか、別の小規模な火災を
消火した消防士が列車のブレーキを解除した
疑いがある。停車していた場所が高台だったた
め、タンク車の編成の重さによって機関車との
連結部分が外れ、暴走を始めたとみられる。

●米で韓国機が着陸に失敗・炎上、３人死亡
米サンフランシスコ国際空港で7月6日午前

11時半（現地時間）ごろ、韓国ソウル発サンフ

ランシスコ行きの韓国のＡ航空機Ｂ便（米国Ｃ
社製Ｄ型機）が着陸に失敗して大破し、炎上し
た。搭乗者（乗客291人、乗員16人）のうち、中
国人女性３人が死亡した。

本事故で180人超が負傷し、病院に搬送され
た。うち50人弱が重体・重傷。日本人男性１人も
軽傷を負った。中国人141人のほか、韓国人93人
（乗員14人を含む）、米国人63人らが搭乗して
いた。死亡した中国人女性３人は16歳で、いず
れも浙江省の生徒であった。生徒30人と引率の
教師４人の計34人でサマーキャンプに向かう途
中だった。３人のうち２人は事故当日に機体の
外で遺体が発見され、１人は12日に入院先で死
亡した。当日死亡した２人のうち１人は事故直
後には生存していたが、現場に駆けつけた消防
車にひかれたけがが原因で死亡した。

同便は着陸直前に機体後部が地面と激しく
接触。当日死亡した２人を含む乗客数人が破
損した機体後部から機外に投げ出されたとみ
られる。機体は滑走路を外れて間もなく発煙
し、10〜20分前後で胴体内部が炎上した。乗
客・乗員の多くは緊急避難口から脱出した。米
運輸安全委員会によると、事故の直前に失速
の警報が出て、パイロットが着陸失敗の1.5秒
前に着陸をやり直そうとしていた。着陸失敗の
73秒前に約315km/hだった速度が、事故時に
は目標速度（254km/h）を２割以上も下回る低
速（196km/h）だった。

操縦桿を握っていた副操縦士はＤ型機につ
いて飛行時間がまだ43時間で慣熟訓練中であ
り、訓練教官役となっていた機長も事故発生
の20日前に教官としての資格を取得したばか
りで、同便に資格取得後初めて訓練教官役と
して搭乗していた。また、この滑走路では計器
着陸装置の一部の運用が改修のために止めら
れていた。Ｄ型機は米国Ｃ社の主力大型機で、
1995年に運行を始めた。これまで死亡事故を
起こしたことはなく、信頼性の高い機材として
知られていた。

●仏・パリで都市間特急脱線、６人死亡
パリ近郊のエソンヌ県で7月12日午後5時14分

（現地時間）ごろ、乗客乗員合計約390人が乗
車したフランス国鉄の運行するパリ発、中部リ
モージュ行きの都市間特急列車（７両編成）が
脱線転覆し、６人が死亡し、数十人が負傷した。

脱線はパリ南方約20kmにあるブレティニ
シュルオルジェ駅の手前約200mの地点で発
生。ポイントを通過した際に脱線し、そのはず
みで一カ所の連結がはずれ、前４両と後ろの
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COLUMN
『暑い夏に思う』

今年の夏は非常に暑い夏でした。全国の複数の地点で40℃以
上の気温が観測され、8月12日には高知県四万十市で最高気温が
41.0℃となり、６年ぶりに国内最高記録を更新しました。熱中症にか
かった人も多く、消防庁によれば5月27日から8月18日までに熱中症
で救急搬送された人は４万７千人を超えました。

また、東日本と西日本の太平洋側では7月以降降水量が少ない状
態が続き、関東、中部、四国地方ではダムの貯水率が下がり、取水
制限の行われた地域もありました。

その一方で、日本付近の大気の状態が非常に不安定になり、山口
県、島根県、山形県他の東北各県などで記録的な大雨に見舞われ
ました。何ともちぐはぐな天気です。天気予報で「今までに経験した
ことのないような大雨」という言葉を不気味に感じた方も多かった
のではないでしょうか。

気象庁によれば、気温が上昇したのは、太平洋高気圧とチベット
高気圧が共に強まり、広い範囲で高気圧に覆われたこと、高気圧に

伴う下降流の効果などが原因であり、チベット高気圧が強まったの
は、日本付近で偏西風が北に蛇行したことが原因とのことです。

これらの現象は地球温暖化とは直接関係ないと思いますが、地
球温暖化の問題はやはり気になります。シェール革命によりエネル
ギー問題や地球温暖化が話題にされなくなった感があります。しか
し、我々人類だけが化石燃料を使用し、地球環境を悪化させてい
いはずがありません。太陽光発電、風力発電などの再生可能エネル
ギーの活用などにより、化石燃料の使用量を削減し、地球温暖化を
何とか防ぐ、または進行を遅らせなくてはなりません。

そのために自分にできることは何か。そんなことを思わされたこ
の夏でした。皆さまの夏はいかがだったでしょうか。秋は台風が襲
来します。自然の猛威を見たくありませんが、天気予報や災害警報
に注意し、事前対策を十分行い、まずは災害から自分の身を守るよ
う気をつけたいものです。

（Ｔ．Ｉ．）

３両に分かれた。前方の４両はそのまま走り
続け、駅を通過した先で複数車両が脱線し横
転。制御が利かなくなった後方３両のうち一番
手前の車両はプラットホームを乗り越え横転
し、続く車両はホームをまたぐ形で一部が大破
した。死亡した６人のうち列車内にいたのは２
人で、４人は駅のホームにいて脱線して乗り上
げてきた車両にはねられた。

フランス国鉄はレールのポイントに不具合
があったことを明らかにした。ポイントにある
レールをつなぐ金属部品が本来の場所から
外れ、列車の車輪の通過を妨げる位置にあっ
た。このポイントの安全点検を7月4日に実施し
ていた。事故は整備不良が原因だった可能性
が高まった。

●スペインで 高速鉄道脱線、79人死亡
スペイン北西部のサンティアゴ・デ・コンポス

テラ近郊で7月24日午後8時40分（現地時間）
ごろ、乗客乗員合計約240人が乗車したスペイ
ン国鉄の運行する高速鉄道の旅客列車（13両
編成）が急カーブ区間で脱線転覆した。79人が
死亡し、約130人が負傷した。

列車は午後3時に首都マドリードを出発し、
ガリシア州フェロルに向かっていた。途中のサ
ンティアゴ・デ・コンポステラ駅手前３〜４km
の急カーブに入ったところで激しく揺れ脱線し
た。この区間の制限速度（80 km/h）を大きく
超過する192km/hで急カーブに進入していた。
運転士は事故の数秒前にブレーキをかけ、脱
線時の列車は153km/hだった。捜査当局は運
転士による速度違反が脱線の原因との見方を
強めている。監視カメラには列車がスピードを
出したままカーブを曲がりきれずに壁面に激
突、横転する様子が写っていた。先頭の4両は
線路脇の側溝に横倒しになった。事故発生と
同時に一部の車両から火災が発生し炎上。事
故時の衝撃によって車体が２つに切断される

など、各車両とも激しく損傷した。

製品安全

●美白化粧品で白斑被害、3,700人超に重い
症状
日本の化粧品会社Ｌ社は7月4日、同社と子

会社が製造販売する美白化粧品で「肌がまだ
らに白くなる」などの被害が報告されたため、
化粧品や乳液など８ブランド54製品を自主回
収すると発表した。現在約25万人が使用し、
約45万個が家庭などにあると推定した。消費
者庁もこれらの製品の使用中止を呼びかけ
た。対象製品に配合された、Ｌ社が開発した医
薬部外品の美白成分Ｍが原因の可能性が高
い。2008年から13年4月にかけて、全国の百貨
店や量販店など約１万５千店で販売された。
累計で436万個が出荷されている。

Ｌ社は9月9日、同社の美白化粧品で肌がま
だらに白くなる「白斑」の発症者が9月1日時点
で9,959人確認されたと発表した。白斑が確認
された人のうち3,705人に「３カ所以上」「５セ
ンチ以上」といった重い症状がでている。当初
の推計を上回る約61万5千個の製品を家庭か
ら回収。約64万6千個の取引店在庫を回収し、
取引店からの回収はほぼ終了した。

日本皮膚科学会は9月7日、化粧品の使用を
中止してから半年以上たった人の６割以上で
症状が改善した一方、２年たっても症状が回復
しない人も３人いると発表した。

情報関連

●中央官庁の内部メール公開状態、初期設
定変えずにメール共有グループ利用
インターネット上でメールを共有できる米検

索大手Ｙ社の無料サービス「Ｘグループ」で、個
人情報や中央官庁の内部情報など6,000件以
上が一時、誰でも閲覧できる状態になってい
たことが7月10日判明した。

少なくとも４省庁の業務に関するメールが一
時公開状態となっており、今年合意された国際
条約の交渉過程や他国との会談内容も流出し
ていた。政府は情報管理の徹底を指示すると
ともに、11日に再発防止に向けた対策会議を
開いた。その他、私立大学や国立大学、医療機
関、新聞社、企業、団体等で同様の情報流出
が発覚した。

Ｘグループは初期設定の段階では閲覧制限
がかからず、だれでも見られる状態であった。
メール閲覧をメンバー間に限るには、初期設定
の「トピックを表示」の部分で「ユーザーのグ
ループを選択」を開き、「すべてのユーザー」に
付いているチェックを外す必要があった。当該
設定は、Ｙ社の意図したＸグループの目的が情
報を公開して議論するためだったことに由来
するもの。その後、Ｙ社は、同一グループのメン
バーしかメールを読めないよう初期設定を変
更した。Ｙ社によると、企業の情報共有に適し
たサービスは別にあるという。

●米ナスダック３時間取引停止、システム障害
ハイテク企業が数多く上場する米ナスダック

市場で8月22日（現地時間）、取引が３時間あま
りにわたり停止する異例の障害が起きた。株
価データを送るシステムに問題が生じ、同市場
に上場する全銘柄の売買ができなくなった。

ナスダック市場では午 後 0 時14分ごろに
2,500を超える上場銘柄と株式のオプション取
引が停止となった。取引が再開したのは上場
株が午後3時25分ごろ。オプション取引が3時
40分ごろだった。
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交通安全マネジメント分野で活躍している執筆陣による、実践的な解説を加えた解説書となります。本書では規格の解
説にあたり、国内唯一の邦訳版（日本規格協会発行）を引用しており、要求事項の正確な理解に役立つ有用な内容となっ
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セミナー・書籍・その他

フード＆アグリビジネスセミナー
『施策の展開とリスクマネジメントのポイント』

農業分野は、日本経済の再生に向けて本年6月、国策として決定された
新たな成長戦略である「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」においても
大変注目が集まっています。
実際の現場では事業経営におけるマーケティング（ブランド化を含

む）、補助金等が関心を集め、特に重要視されています。一方で、今後アグ
リビジネスがより盛んになっていくためには、リスクマネジメントの観点か
らのアプローチも重要であると考えられます。
本セミナーでは、主にアグリビジネスにおいてプレーヤーとなり得る

方々を対象とし、農林水産省・経済産業省の施策や、リスクマネジメント
の観点を踏まえた有益な情報(企業事例を含む)をご案内します。ぜひご
参加ください。 

プログラム
●第一部 「リスクマネジメントと企業実例紹介」
講師：インターリスク総研　コンサルティング第一部　ERMグループ

主任コンサルタント　依田 麻衣子
●第二部 
【特別講演】農地中間管理機構(仮称)の検討状況
講師：農林水産省 経営局 経営政策課

課長補佐(農業法人担当)　木村 崇之氏
【特別講演】農業の成長産業化について
講師：経済産業省 地域経済産業グループ 地域経済産業政策課

課長補佐　大星 光弘氏

オープンセミナー
『企業経営における環境リスクの見える化～ISO26000､GRI-G4、
ISO14001:2015をどう活用すべきか～』

当社コンサルタントが
「BCI Asia Awards」を受賞

BCMの普及啓発を進めている国際団体であるBCIがアジア地域を対象に実施する「BCI 
Asia Awards」において、インターリスク総研コンサルティング第二部 マネジャー・上席コン
サルタントの田代邦幸が本年の「BCM Consultant of the Year」を受賞しました。これは
BCMに関する広範囲の知識や経験、BCMの普及啓発に対する貢献等が認められた者に贈
られる、名誉ある賞で、日本人としては初の受賞となります。

組織全般の社会的責任に関する国際規格であるISO26000（2010年発
行）、組織が持続可能性を報告する際の標準的な枠組みとなるGRI-G4
（2013年発行）、2015年改正予定の環境マネジメントシステム規格
ISO14001:2015のドラフト版など、環境CSRに関する規格やガイドライン
が相次いで公表されています。
これらに共通するポイントとして、①経営リスクの視点から、②バリュー
チェーン全体を対象に、③自社とそのステークホルダーにとっての重要性
を評価した上で、取り組みを行うことが求められています。
本セミナーでは具体的な取り組み事例を交えつつ、このような潮流を踏ま

えた新しい環境リスクマネジメントのあり方について解説します。

プログラム
●第一部　「環境CSRの新たな潮流　～ISO26000 ､GRI-G4、

ISO14001:2015をどう活用すべきか～」
講師：インターリスク総研 コンサルティング第一部 環境グループ

マネジャー・主席コンサルタント　猪刈 正利
●第二部　「生物多様性におけるバリューチェーンマネジメント」
講師：企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）顧問／

インターリスク総研 コンサルティング第一部 環境グループ
マネジャー・主任研究員　原口 真

●第三部　企業担当者の方による取組事例紹介（予定）

  日　時 10月25日（金）13:30～16：30（受付開始13：00）
  会　場 三井住友海上 駿河台新館 ３F

TKPお茶の水カンファレンスセンター
（住所:東京都千代田区神田駿河台3-11-1）

  主　催 三井住友海上火災保険株式会社　インターリスク総研
  定　員 150名（申し込み先着順）
  参加費 無料
申込方法 web上の申込画面より手続き

  日　時 12月6日（金）14:00～16：40（受付開始13：30）
  会　場 三井住友海上 駿河台ビル 1F 大ホール（予定）

（住所:東京都千代田区神田駿河台3-9）
  主　催 三井住友海上火災保険株式会社　インターリスク総研
  定　員 150名（申し込み先着順）
  参加費 無料
申込方法 11月初旬よりweb上で申し込み手続きを開始

編集後記

本号編集も最後の追い込みのさなか、2020年夏季五輪の東京開催が決
定したとの朗報が入ってきました。２大会連続立候補の挑戦で、やっとかなった
念願ですから筆者としては感慨しきりです。開催までの７年間、インフラ投資を
軸に経済に好影響を与えることは間違いありません。また東京のイメージアッ
プや諸外国に日本文化の理解が深まるなど、ソフト面でも得るものは多いと思
います。あと７年、日本人が一丸となって準備を推し進めることを通じて、さらなる
復興と日本経済の活性化につなげてもらいたいと願っています。
前回1964年大会から56年ぶりの開催ということで、もちろん当時とは状況は

大きく変わっています。当時は大会開催・運営のリスク・マネジメントという概念は
希薄だったかもしれません。全国で開催決定のニュースに酔いしれているところ
に恐縮ですが、世のペシミストが懸念している事柄を幾つか挙げてみます。
まず開催時期ですが、7/24-8/9のまさに酷暑のシーズン。今年は7月に東
京で猛暑日が続きました。連日35℃を超えると選手だけでなく観客にも負担が
かかり、熱中症などのリスクが高まります。（確かに筆者も前回のように10月開
催とすればよほど快適と思うのですが、プロスポーツ・シーズンとの調整はつか
ないものでしょうか。）また会場が東京湾岸エリアに集中しており、開催までに
地震が起きた際は液状化等により建設中の施設がダメージを受ける可能性
があります。湾岸エリアへの公共交通網の脆弱さも心配です。マスコミから繰
り返し質問を受けた福島の汚染水流出問題も解決しなければなりません。
こういったリスクが事前にどれほどコントロールできるか分かりませんが、人々
の叡智と努力により克服し、過去最高の素晴らしい大会として成功をおさめた
いものです。こういったリスクが内在することを踏まえても、我々が得る高揚と歓
喜は何ものにも代えがたいのですから。この圧倒的な国民的行事にインターリ
スク総研も何らかのお手伝いができればと願っています。　　　　　（F.S.）

戸田 公明（とだ きみあき）　

昭和47年 3月 東北大学工学部建築学科　卒業
昭和47年 4月 清水建設株式会社　入社
昭和51年 7月 米国ボストン　ハーバード大学へ社命留学（１年間）
平成 7年 8月 清水建設株式会社　上海営業所長
平成 9年10月  北京駐在員事務所長
平成11年12月  香港営業所長
平成18年 9月  退社
平成19年 1月 医療法人勝久会専務理事
平成22年 9月  退会
平成22年12月 大船渡市長（現在に至る）

〈本号で寄稿していただいた方（敬称略）〉

【お問合せ】 インターリスク総研　コンサルティング第一部
 ERMグループ　セミナー事務局
 TEL：03-5296-8914

【お問合せ】 インターリスク総研　コンサルティング第一部
 環境グループ　セミナー事務局
 TEL：03-5296-8913

〃
〃
〃

〃

知っておきたい製品安全・製造物責任の最新動向－製品事故を起こさないために
製品事故やリコール発生を受けた製品安全行政の強化、製品安全に関する国際規格制定など、製品安全・製造物責任に
関する国内外の動きは活発であり、企業も一層積極的に製品安全・製造物責任対策に取り組む必要があります。一方、製
品安全・製造物責任に関して個別論点を解説した書籍や情報はあるものの、最新動向を体系的かつ網羅的に把握するこ
とは困難です。本書は、消費者向け製品を中心に製品安全・製造物責任の最新トピックについて、企業における対策上の
留意点や事例等を含めて体系的に整理、わかりやすく解説しており、製品を取り扱う事業者の経営者、製品保証関連部門
の社員、新入社員・初学者など、幅広い読者層にお勧めできます。

発 行 元 ：一般財団法人日本規格協会
価　　格 ：2,200円（税別）
編　　著 ：製品安全・製造物責任研究会 編（トピックの一部についてインターリスク総研社員が執筆）
出 版 年 ：2013年
購入方法 ：最寄りの書店または日本規格協会のサイト（JSA Web Store）にて購入できます。
ISBN番号 ：978-4-542-30198-6

【書籍のご紹介】
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お 知 ら せインターリスク総研
からの

「ISO 39001：2012 道路交通安全マネジメントシステム 日本語版と解説」
道路交通事故による死者や重大な負傷者の発生根源を削減することを目的としたISO39001［道路交通安全（RTS）マネ
ジメントシステム-要求事項及び利用の手引］が、2012年10月1日に発行されました。本書は、ISO/TC 241（道路交通安全
マネジメント）国内審議委員会委員長監修、同委員会事務局である独立行政法人自動車事故対策機構編集のもと、道路
交通安全マネジメント分野で活躍している執筆陣による、実践的な解説を加えた解説書となります。本書では規格の解
説にあたり、国内唯一の邦訳版（日本規格協会発行）を引用しており、要求事項の正確な理解に役立つ有用な内容となっ
ています。インターリスク総研からはコンサルティング第四部 上席コンサルタントの梶浦 勉が執筆に参加しました。

発 行 元 ：一般財団法人日本規格協会
価　　格 ：定価5,145円（本体4,900円）
編　　著 ：中條 武志 監修、独立行政法人自動車事故対策機構 編、江波戸 啓之・梶浦 勉・木下 典男・永井 勝典 著
出 版 年 ：2013年（10月中旬）
ISBN番号 ：978-4-542-40250-8

セミナー・書籍・その他

フード＆アグリビジネスセミナー
『施策の展開とリスクマネジメントのポイント』

農業分野は、日本経済の再生に向けて本年6月、国策として決定された
新たな成長戦略である「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」においても
大変注目が集まっています。
実際の現場では事業経営におけるマーケティング（ブランド化を含

む）、補助金等が関心を集め、特に重要視されています。一方で、今後アグ
リビジネスがより盛んになっていくためには、リスクマネジメントの観点か
らのアプローチも重要であると考えられます。
本セミナーでは、主にアグリビジネスにおいてプレーヤーとなり得る

方々を対象とし、農林水産省・経済産業省の施策や、リスクマネジメント
の観点を踏まえた有益な情報(企業事例を含む)をご案内します。ぜひご
参加ください。 

プログラム
●第一部 「リスクマネジメントと企業実例紹介」
講師：インターリスク総研　コンサルティング第一部　ERMグループ

主任コンサルタント　依田 麻衣子
●第二部 
【特別講演】農地中間管理機構(仮称)の検討状況
講師：農林水産省 経営局 経営政策課

課長補佐(農業法人担当)　木村 崇之氏
【特別講演】農業の成長産業化について
講師：経済産業省 地域経済産業グループ 地域経済産業政策課

課長補佐　大星 光弘氏

オープンセミナー
『企業経営における環境リスクの見える化～ISO26000､GRI-G4、
ISO14001:2015をどう活用すべきか～』

当社コンサルタントが
「BCI Asia Awards」を受賞

BCMの普及啓発を進めている国際団体であるBCIがアジア地域を対象に実施する「BCI 
Asia Awards」において、インターリスク総研コンサルティング第二部 マネジャー・上席コン
サルタントの田代邦幸が本年の「BCM Consultant of the Year」を受賞しました。これは
BCMに関する広範囲の知識や経験、BCMの普及啓発に対する貢献等が認められた者に贈
られる、名誉ある賞で、日本人としては初の受賞となります。

組織全般の社会的責任に関する国際規格であるISO26000（2010年発
行）、組織が持続可能性を報告する際の標準的な枠組みとなるGRI-G4
（2013年発行）、2015年改正予定の環境マネジメントシステム規格
ISO14001:2015のドラフト版など、環境CSRに関する規格やガイドライン
が相次いで公表されています。
これらに共通するポイントとして、①経営リスクの視点から、②バリュー
チェーン全体を対象に、③自社とそのステークホルダーにとっての重要性
を評価した上で、取り組みを行うことが求められています。
本セミナーでは具体的な取り組み事例を交えつつ、このような潮流を踏ま

えた新しい環境リスクマネジメントのあり方について解説します。

プログラム
●第一部　「環境CSRの新たな潮流　～ISO26000 ､GRI-G4、

ISO14001:2015をどう活用すべきか～」
講師：インターリスク総研 コンサルティング第一部 環境グループ

マネジャー・主席コンサルタント　猪刈 正利
●第二部　「生物多様性におけるバリューチェーンマネジメント」
講師：企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）顧問／

インターリスク総研 コンサルティング第一部 環境グループ
マネジャー・主任研究員　原口 真

●第三部　企業担当者の方による取組事例紹介（予定）

  日　時 10月25日（金）13:30～16：30（受付開始13：00）
  会　場 三井住友海上 駿河台新館 ３F

TKPお茶の水カンファレンスセンター
（住所:東京都千代田区神田駿河台3-11-1）

  主　催 三井住友海上火災保険株式会社　インターリスク総研
  定　員 150名（申し込み先着順）
  参加費 無料
申込方法 web上の申込画面より手続き

  日　時 12月6日（金）14:00～16：40（受付開始13：30）
  会　場 三井住友海上 駿河台ビル 1F 大ホール（予定）

（住所:東京都千代田区神田駿河台3-9）
  主　催 三井住友海上火災保険株式会社　インターリスク総研
  定　員 150名（申し込み先着順）
  参加費 無料
申込方法 11月初旬よりweb上で申し込み手続きを開始

編集後記

本号編集も最後の追い込みのさなか、2020年夏季五輪の東京開催が決
定したとの朗報が入ってきました。２大会連続立候補の挑戦で、やっとかなった
念願ですから筆者としては感慨しきりです。開催までの７年間、インフラ投資を
軸に経済に好影響を与えることは間違いありません。また東京のイメージアッ
プや諸外国に日本文化の理解が深まるなど、ソフト面でも得るものは多いと思
います。あと７年、日本人が一丸となって準備を推し進めることを通じて、さらなる
復興と日本経済の活性化につなげてもらいたいと願っています。
前回1964年大会から56年ぶりの開催ということで、もちろん当時とは状況は

大きく変わっています。当時は大会開催・運営のリスク・マネジメントという概念は
希薄だったかもしれません。全国で開催決定のニュースに酔いしれているところ
に恐縮ですが、世のペシミストが懸念している事柄を幾つか挙げてみます。
まず開催時期ですが、7/24-8/9のまさに酷暑のシーズン。今年は7月に東
京で猛暑日が続きました。連日35℃を超えると選手だけでなく観客にも負担が
かかり、熱中症などのリスクが高まります。（確かに筆者も前回のように10月開
催とすればよほど快適と思うのですが、プロスポーツ・シーズンとの調整はつか
ないものでしょうか。）また会場が東京湾岸エリアに集中しており、開催までに
地震が起きた際は液状化等により建設中の施設がダメージを受ける可能性
があります。湾岸エリアへの公共交通網の脆弱さも心配です。マスコミから繰
り返し質問を受けた福島の汚染水流出問題も解決しなければなりません。
こういったリスクが事前にどれほどコントロールできるか分かりませんが、人々
の叡智と努力により克服し、過去最高の素晴らしい大会として成功をおさめた
いものです。こういったリスクが内在することを踏まえても、我々が得る高揚と歓
喜は何ものにも代えがたいのですから。この圧倒的な国民的行事にインターリ
スク総研も何らかのお手伝いができればと願っています。　　　　　（F.S.）

戸田 公明（とだ きみあき）　

昭和47年 3月 東北大学工学部建築学科　卒業
昭和47年 4月 清水建設株式会社　入社
昭和51年 7月 米国ボストン　ハーバード大学へ社命留学（１年間）
平成 7年 8月 清水建設株式会社　上海営業所長
平成 9年10月  北京駐在員事務所長
平成11年12月  香港営業所長
平成18年 9月  退社
平成19年 1月 医療法人勝久会専務理事
平成22年 9月  退会
平成22年12月 大船渡市長（現在に至る）

〈本号で寄稿していただいた方（敬称略）〉
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    Solve      リスクの解決
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しなやかで強靭な大船渡市に向けて
～命を守り、夢を育むまちづくりを～

巻 頭  年間シリーズ しなやかで強靭な社会づくり 
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